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（１）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高はありますが、当社株式は
非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．提出会社は平成17年８月、株式を東京証券取引所市場第二部に上場いたしました。 

４．第59期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、貸借対照表日における株価が把握できま
せんので記載しておりません。 

５．提出会社は平成18年５月31日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

６．第60期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しております。 

７．第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在す
るものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

８．第63期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

売上高 (百万円)  51,862  51,205  54,177  55,910  51,599

経常利益又は経常損失（△） (百万円)  1,615  1,034  1,107  1,527  △457

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円)  740  426  660  787  △715

純資産額 (百万円)  11,159  11,212  11,593  12,243  11,342

総資産額 (百万円)  27,515  28,807  28,190  27,667  31,936

１株当たり純資産額 (円)  2,090.44  637.56  671.25  706.21  662.34

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△） 

(円)  138.73  24.76  37.94  45.67  △41.58

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円)  －  23.97  37.61  45.28  －

自己資本比率 (％)  40.5  38.8  41.0  44.0  35.4

自己資本利益率 (％)  6.9  3.8  5.8  6.6  △6.1

株価収益率 (倍)  －  28.2  10.7  7.6  －

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  292  856  939  1,466  △285

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  △1,856  △701  180  781  △4,935

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  917  39  △890  △1,296  4,292

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円)  4,547  4,741  4,971  5,923  4,994

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

(人) 
 1,470

(1,096)

 1,514

(1,166)

 1,436

(1,288)

 

 

1,422

(1,211)

 1,751

(3,452)
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（２）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高はありますが、当社株式は
非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．平成17年８月、株式を東京証券取引所市場第二部に上場いたしました。 

４．第59期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、貸借対照表日における株価が把握できま
せんので記載しておりません。 

５．平成18年５月31日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため、第60期の1株当たり配
当額は株式分割前の中間配当額10円と、株式分割後の期末配当額４円の合計額となっております。 

６．第60期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しております。 

７．第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在す
るものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

８．第63期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

売上高 (百万円)  51,033  48,993  48,792  50,306  42,926

経常利益又は経常損失（△） (百万円)  1,110  522  919  1,379  △656

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円)  447  138  750  842  △595

資本金 (百万円)  3,072  3,384  3,390  3,390  3,390

発行済株式総数 (千株)  5,338  17,518  17,560  17,560  17,560

純資産額 (百万円)  10,309  10,020  10,513  11,185  10,459

総資産額 (百万円)  25,771  25,363  24,447  24,194  26,381

１株当たり純資産額 (円)  1,931.24  572.01  609.95  648.95  611.91

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額） 

(円) 
 －

(－)

 14.00

(10.00)

 8.00

(4.00)

 

 

9.10

(4.00)

 －

(－)

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△） (円)  83.79  8.02  43.14  48.90  △34.65

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 (円)  －  7.76  42.77  48.48  －

自己資本比率 (％)  40.0  39.5  43.0  46.2  39.6

自己資本利益率 (％)  4.4  1.4  7.3  7.8  △5.5

株価収益率 (倍)  －  87.2  9.4  7.1  －

配当性向 (％)  －  91.5  18.5  18.6  －

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） (人) 

 1,083

(377)

 975

(346)

 936

(476)

 
 

931

(468)

 960

(256)
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２【沿革】

年月 事項 

昭和36年10月 神奈川県横浜市鶴見区生麦町字明神前2036番地に、日産自動車株式会社の全額出資により、日

産自動車の新車を全国販売会社へ輸送する専門会社として、日産陸送株式会社（資本金30百万

円）の商号で設立 

昭和36年11月 輸送拠点として平塚・京都・九州各営業所を開設 

昭和36年12月 昭和35年３月に日産自動車の新車輸送会社として設立された弘和陸送株式会社（現在当社に吸

収合併）に資本参加 

昭和43年４月 輸送業務の拡大を目的にプリンス輸送株式会社を合併 

昭和43年10月 神奈川県高座郡寒川町に寒川工場を開設し、整備事業を開始 

昭和51年７月 当社の出資により九州地区の輸送力強化のため、九州弘和陸送株式会社（現 連結子会社 株

式会社ゼロ九州）を設立 

昭和52年６月 マイカー・中古車輸送事業を開始 

昭和52年11月 当社の下請けを目的に株式会社ホンモクトランスポート（現 連結子会社 株式会社ゼロ・ト

ランズ）を設立 

昭和55年12月 本社を横浜市鶴見区鶴見中央四丁目９番11号に移転 

昭和56年８月 輸送力の集約と業務効率向上を目的に株式会社ホンモクトランスポートが湘南弘和サービス株

式会社と合併し、商号をトランスポート弘和株式会社（現 連結子会社 株式会社ゼロ・トラ

ンズ）に変更 

昭和60年12月 輸入車輸送事業を開始 

平成３年５月 カーセレクション（中古車入札会）事業を開始 

平成６年６月 整備事業の拡大を視野に全国の整備工場をつなぐニチリクPRONET（現 ゼロPRONET会）発足 

平成13年５月 マネジメント・バイ・アウト（MBO）により日産自動車株式会社から独立 

商号を日産陸送株式会社より株式会社ゼロに変更 

平成13年７月 弘和陸送株式会社が商号を株式会社ゼロ弘和（現在当社に吸収合併）に変更 

平成13年８月 トランスポート弘和株式会社が商号を株式会社ゼロ・トランズ（現 連結子会社）に変更 

平成13年11月 九州弘和陸送株式会社が商号を株式会社ゼロ九州（現 連結子会社）に変更 

平成15年７月 株式会社ゼロ弘和を業務効率の向上のため当社に吸収合併 

平成16年８月 中国で新車輸送の合弁会社（陸友物流有限公司）を設立 

平成16年９月 車両輸送関連業務の拡大を目的に苅田港海陸運送株式会社の全株式を三井鉱山株式会社から買

い取り、子会社化 

平成17年１月 車両輸送業務の拡大を目的に株式会社ティービーエムの全株式を株式会社東日カーライフグル

ープから買い取り、子会社化 

平成17年８月  株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

平成18年４月  株式会社フルキャストと合弁でドライバー専門人材派遣の株式会社フルキャストドライブを設

立、子会社化 

平成18年４月 一般貨物輸送業務の拡大を目的に株式会社九倉の全株式を取得、子会社化 

平成19年５月 本社を現在地の川崎市幸区堀川町580番地ソリッドスクエア西館６階に移転 

平成20年10月 ドライバーを中心としたヒューマンリソース（人材の活用）事業の拡大を目的に株式会社ドラ

イバースタッフ及び株式会社ジャパン・リリーフの全株式を取得、子会社化 

平成20年11月  車両輸送業務の拡大を目的に株式会社日産静岡ワークネットの全株式を取得、子会社化  
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当社グループは、当社及び子会社11社と関連会社２社で構成され、車両輸送関連事業、中古車オークションの開催

運営事業（以下、カーセレクション事業）、一般貨物輸送事業を主たる業務としております。 

当グループの事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

上記記載会社の事業系統図は以下のように構成されております。

３【事業の内容】

事業の種類別 

セグメント 
事業内容 会社 

車両輸送関連  

セグメント  

車両輸送事業  

㈱ゼロ、㈱ゼロ・トランズ、㈱ゼロ九州、  

苅田港海陸運送㈱、㈱ティービーエム、  

㈱フルキャストドライブ、㈱ドライバースタッフ、 

㈱ジャパン・リリーフ、㈱日産静岡ワークネット、 

陸友物流有限公司、宇都宮ターミナル運輸㈱ 

車両整備事業  ㈱ゼロ、㈱ゼロ・トランズ、㈱ゼロ九州 

カーセレクションセグメント  中古車入札会運営事業  
㈱ゼロ、㈱ゼロ・トランズ、 

㈱ゼロ九州 

一般貨物輸送 

セグメント 
貨物輸送事業  

㈱ゼロ、㈱ゼロ・トランズ、苅田港海陸運送㈱、 

㈱九倉、東洋物産㈱ 
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（注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．平 成 16 年 ８ 月 に 当 社 の 筆 頭 株 主 と な っ た Zenith Logistics Pte. Ltd.は シ ン ガ ポ ー ル 企 業

Tan Chong International（香港証券取引所に上場）の関連会社であります。Tan Chong Internationalグ

ループは、子会社８社及び系列会社53社（平成21年６月末現在）により構成され、シンガポール、香港、

中国、タイにおいて主に自動車、産業機械、不動産、金融などの領域で事業展開を行い、2008年度（平成

20年１月～12月）における連結売上高は約622億円（53億香港ドル）となっております。 

また、Tan Chong International社会長で、Zenith Logistics社代表取締役であるタン・エンスン氏を平成

16年９月に当社の非常勤取締役として招聘いたしました。氏の高いマネジメント能力とセンスによる意見、

コメントの提供を受けることは当社にとって有益であり、又当社のASEAN地域進出の際には同氏の意見を参

考にしたいと思っております。 

なお、有価証券報告書提出日（平成21年９月29日）現在において、当社とTan Chong International グルー

プとの取引実績はありません。 

３．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接被所有で内数であります。なお、上記のその他の関係会

社の状況について系統図を示すと、次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容

議決権の

所有割合

(％) 
関係内容 

(連結子会社)           

株式会社 
ゼロ・トランズ 

川崎市 
幸区  15

車両輸送関連事業
カーセレクション事業 
一般貨物輸送事業 

 100.0
当社から業務を受託しております。
また当社から建物等の設備の賃借、２名の
役員兼務があります。 

株式会社 
ゼロ九州 

福岡市 
東区  10 車両輸送関連事業

カーセレクション事業  100.0
当社から業務を受託しております。
また当社から建物等の設備の賃借、２名の
役員兼務があります。 

苅田港海陸運送 
株式会社 

福岡県 
京都郡  39 車両輸送関連事業

一般貨物輸送事業   100.0
当社より設備投資資金の借入れを行ってお
ります。 
また当社から３名の役員兼務があります。 

株式会社 
ティービーエム 

埼玉県 
朝霞市  62 車両輸送関連事業   100.0

当社から業務を受託しております。
また当社から運転資金の借入れ、車両運搬
具の賃借、２名の役員兼務があります。 

株式会社 
フルキャストドライブ  

東京都 
目黒区  175 車両輸送関連事業  51.0

当社に対して人材派遣を行っております。
また当社から２名の役員兼務があります。 

株式会社九倉  
北九州市 
門司区   60 一般貨物輸送事業   100.0

当社から業務を受託しております。
また当社から２名の役員兼務があります。 

株式会社 
ドライバースタッフ  

大阪市 
西区  303 車両輸送関連事業  100.0 当社から３名の役員兼務があります。 

株式会社 
ジャパン・リリーフ  

大阪市 
西区  83 車両輸送関連事業  100.0 当社から３名の役員兼務があります。 

株式会社 
日産静岡ワークネット  

静岡市 
駿河区  10 車両輸送関連事業  100.0

当社から業務を受託しております。

また当社から１名の役員兼務があります。 

（その他の関係会社）        

Zenith Logistics 
Pte. Ltd. 

シンガポール 
 

(千シンガポー
ルドル) 

350
持株会社 被所有 

 21.3
（注）２を参照願います。 

Tan Chong & Sons 
Motor Co (S）Pte.  
Ltd.  

シンガポール 
 

(千シンガポー
ルドル) 

200,000 シンガポールでの 
自動車輸入販売 

被所有 
 21.3

(21.3)
（注）２を参照願います。 

TC Motors (S）Ltd. シンガポール  
(千香港ドル)

240,410
持株会社 

被所有 
 
 

21.3
(21.3)

（注）２を参照願います。 

Tan Chong 
International Ltd. 

シンガポール  
(千香港ドル)

1,006,655 Tan Chong 
Internationalグループ
子会社の統括 

被所有 
 
 

21.3
(21.3)

（注）２を参照願います。 
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(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

ゼロ労働組合が結成されており、平成21年６月30日現在における組合員数は749名（男性653名、女性96名）であ

ります。なお、労使関係は円満に推移しております。 

５【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

車両輸送関連 1,563 (3,357) 

カーセレクション 5 (2) 

一般貨物輸送 138 (92) 

全社（共通） 45 (1) 

合計 1,751 (3,452) 

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

960（256）   42.2  11.1  5,874,634
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(1)業績 

①当連結会計期間の概況  

当連結会計年度における日本経済は、アメリカにおける金融市場の混乱と経済の急速な低迷が全世界に波及したこ

と、さらには円高と株安が重なったことから、輸出と生産の落ち込みや設備投資の減少、個人消費の減退などが見ら

れ、景気の悪化が鮮明となりました。 

物流業界におきましては、足元の燃料単価は期初に比べて落ち着きつつある一方で、景気悪化により物量が落ち込

む厳しい環境が続いております。 

特に車両輸送業界におきましては新車の国内販売・輸出が過去に例を見ない規模で減少したことを受けて各自動車

メーカーとも減産を実施したことに加え、中古車の輸出が円高とロシアの関税引き上げの影響で大幅に減少したこと

等により、国内における自動車の売買が低迷、大きな打撃となりました。 

従来より組織体制の見直しによる営業力強化、輸送効率向上、固定費の削減を進めており、特に景気悪化が顕著と

なった下半期はその活動スピードを加速させましたが、この急激な環境悪化による収益悪化を当連結会計年度内で挽

回することができませんでした。 

また、事業環境の悪化を踏まえ、一部不採算事業からの撤退及び縮小を実施したのに伴い固定資産やリース資産の

処分損などを特別損失に計上いたしました。 

以上の結果、当期の売上高は515億99百万円（前期比92.3％）、営業損失は5億32百万円（前期は14億16百万円の営

業利益）、経常損失は4億57百万円（前期は15億27百万円の経常利益）となり、当期純損失は7億15百万円（前期は7

億87百万円の当期純利益）となりました。 

②事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

《車両輸送関連セグメント》 

厳しい環境下ではありますが、業界全体が停滞する今こそ当社が変革し存在感を示す機会と捉え、営業体制の

さらなる強化に着手いたしました。営業組織の刷新と同時に営業要員を倍増、顧客開拓が十分でない地域へ営業

所を新設（北海道札幌市、福島県郡山市、静岡県浜松市、長野県長野市、愛媛県松山市）し、積極的なアプロー

チで「車両輸送業界最強の営業」を目指して活動しております。 

その一方で、これまで継続的に進めてきた「輸送効率改善活動」に加え、間接人員の削減と物流拠点の再編に

よる固定費の削減に取り組みました。今後もこれらのコスト削減は積極的に推進する考えであります。 

しかし当社の主要な取引先であります日産自動車は国内販売、輸出共に低調で、中古車市場や輸入車市場にお

ける需要低迷の影響も大きく、輸送の受託台数は前年同期比80.8％まで減少、車両整備の受託も大きく落ち込

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

自動車の国内流通に関連する台数 単位：台

国内販売 平成19年7月～平成20年6月 平成20年7月～平成21年6月 前年比 

新車         

国内メーカー *1  5,297,298  4,482,805 84.6% 

（うち日産自動車） *1 ( )717,910 ( ) 580,607 (80.9%)

海外メーカー *2  255,857  186,566 72.9% 

中古車         

乗用車 *3  4,410,113  4,209,365 95.4% 

軽自動車 *4  2,933,114  2,773,180 94.5% 

中古車計  7,343,227  6,982,545 95.1% 

          

輸出 平成19年7月～平成20年6月 平成20年7月～平成21年6月 前年比 

国内メーカー新車 *1  6,945,994  4,654,774 67.0% 

（うち日産自動車） *1 ( )791,376 ( ) 536,227 (67.8%)

中古乗用車 *5  1,135,017  731,799 64.5% 

*1 日本自動車工業会統計より算出  *2 日本自動車輸入組合統計より算出  *3 日本自動車販売協会連合会統計より算出 
*4 全国軽自動車協会連合会統計より算出  *5 財務省貿易統計より算出 

燃料小売価格       単位：円/L

  平成19年7月～平成20年6月 平成20年7月～平成21年6月 前年比 

軽油 *6  130  124 95.4% 

レギュラーガソリン *6  150  136 90.7% 

*6 石油情報センター統計より算出 （当社が輸送に使用する燃料は主に軽油） 

- 7 -



み、これら施策の成果を当連結会計年度において残すことが出来ませんでした。 

その結果、売上高は444億15百万円（前期比90.7％）、営業利益8億20百万円（前期比31.3％）となりました。

《カーセレクションセグメント》 

国内新車の販売不振は、同時に中古車となる下取り車の減少を招き、中古車オークション市場にも大きな影響

を与えております。その中で当社の中古車オークション「カーセレクション」は、会場の新設や積極的な営業活

動により出品台数は前年を上回ることが出来ました。しかしカーセレクションの落札会員の多くが中古車輸出事

業者であったため、今年に入ってからの輸出不況により落札台数が大きく落ち込みました。その結果、売上高は

8億11百万円（前期比89.8％）、営業利益は2億12百万円（前期比79.7％）となりました。 

《一般貨物輸送セグメント》 

３ＰＬ事業の拡大を図るべく、前期末には群馬県館林市と埼玉県三郷市に、当期には神奈川県川崎市にそれぞ

れ新商品センターを立ち上げ、スーパーマーケットやドラッグストア、飲食チェーンなどを顧客にオペレーショ

ンを開始、売上高は63億71百万円（前期比105.1％）となりました。しかし立ち上げ費用の先行に加え、国内の

消費低迷のあおりを受けて顧客からの取り扱い高が想定通りに伸びず、営業損失は30百万円（前期は59百万円の

営業利益）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ９億28百 

万円減少し、49億94百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、２億85百万円（前連結会計年度は14億66百万円の増加）となりました。収入

の主な内訳は、売上債権の減少額16億21百万円、減価償却費７億34百万円、未収入金等のその他の流動資産の減

少額４億14百万円であり、支出の主な内容は、税金等調整前当期純損失７億89百万円、仕入債務の減少額11億39

百万円、退職給付引当金の減少額４億２百万円、法人税等の支払額７億38百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、49億35百万円（前連結会計年度は７億81百万円の増加）となりました。収入

の主な内訳は、貸付金の回収による収入１億85百万円であり、支出の主な内訳は、ドライバースタッフ株式取得

等による支出20億97百万円、川崎複合物流センター建設工事代金支払等による支出25億13百万円、貸付けによる

支出３億10百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、42億92百万円（前連結会計年度は12億96百万円の使用）となりました。収入

の主な内訳は、借入金による収入44億67百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払88百万円であります。
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 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループの取り扱う主要な商品は車両輸送、カーセレクション、一般貨物輸送及びこれらに附帯するサ

ービスである為、生産及び受注の状況は記載を省略しております。 

 （注）１．セグメント間の取引は、ありません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同期比（％） 

車両輸送関連事業（百万円）  44,415  90.7

うち輸送事業（百万円）  38,915  93.9

うち整備事業（百万円）  5,500  73.5

カーセレクション事業（百万円）  811  89.8

一般貨物輸送事業（百万円）  6,371  105.1

合計（百万円）  51,599  92.3

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社  18,734  33.5  15,176  29.4
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(1)当社グループの置かれている環境について 

 新車、中古車を問わず国内販売台数、輸出台数ともに近年減少傾向にありましたが、平成20年10月の世界的金融シ

ョックを境にその減少スピードが加速、その後も低迷を続けております。自動車の輸送を核たる事業としております

当社グループでは以下のような課題に取り組み、成長を続けるための活動を展開いたします。 

(2)課題と対処方針 

① 固定費の削減 

 これまでは顧客の拡大路線にあわせて確実に運びきるために拠点、輸送機材、人員を多く抱えてまいりました。

しかし景気動向が不透明な今後はいかにその変化に対応できるかが重要であり、固定費を極力抑制して変動費化す

ることによって需要減のリスクを最小限に抑える必要があります。平成21年３月より人員の削減を軸に固定費の削

減を進めておりますが、今後も継続的に削減余地を洗い出してまいります。 

②営業体制の強化と受注拡大 

 当社はその歴史の中でメーカーの工場で生産された新車を全国へ決められた納期で運ぶことが使命の物流会社で

ありました。そのため「運びきる」ことが優先され、「運ぶモノを自ら獲得する」ことについては十分な取り組み

がされてきたとは言えず、成果も残せていないのが現状です。自動車の需要全体は縮小しているものの、当社によ

る開拓が出来ていない地域や顧客はまだまだ多く、営業活動を強化推進して営業の強い物流会社になることにより

まだまだ受託拡大余地が残されている、と確信しております。輸送効率すなわち輸送収益率の向上にもボリューム

の獲得が一番の近道であります。営業所新設による未開拓エリアへの進出、全国の顧客をきめ細かくケアし新規開

拓も進められるだけの営業マンの拡充と教育、その営業マンの能力を最大限に引き出すための成果主義制度の導入

などの施策を積極的に導入し、業界最強の営業体制の構築を加速させます。 

③商品力の向上 

 受注拡大に欠かせないのは、営業体制の強化だけではありません。お客様により良いサービスをご提供するため

の商品力の向上も課題であります。輸送納期の短縮、利便性の追求、輸送品質の向上など、お客様に喜ばれるサー

ビスを提供することで他社との差別化を図り、当社の存在感を高めてまいります。 

④車両輸送原価の削減 

 これまでも継続的に取り組んでまいりました車両輸送原価の削減はこれからも弛まなく追及してまいります。固

定的なコストである自社の輸送機材の稼働率を高めて外注費を削減し、拠点単位で行ってきた配車業務も徐々に一

元化へシフトしていくことで効率的な輸送を実現します。 

⑤新規ビジネスの展開 

 車両輸送事業やカーセレクション事業などの自動車に関連する事業に並ぶ新しい事業をコア事業へと育成し、自

動車とその流通の需要縮小へ対応してまいります。３PLを主軸にした一般貨物事業では、物流会社として培ったノ

ウハウと全国のインフラを活用し１兆円とされる市場に進出いたします。またドライバーをキーにしたヒューマン

リソース（人材活用）事業では、平成18年４月に設立いたしましたドライバー専門人材派遣会社株式会社フルキャ

ストドライブ、平成20年10月に株式を取得して子会社化いたしました運行管理請負会社株式会社ジャパン・リリー

フをその核として、将来的な人材難の時代に向け新たなビジネスチャンスを切り開いてまいります。 

３【対処すべき課題】
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当社グループの事業等に係るリスク要因になる可能性のある重要事項は以下のようなものがあります。なお、文中

における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありますが、以下の記載は

当社の事業等及び当社株式への投資に係るリスクを全て網羅するものではありません。 

①主要顧客への売上依存度について   

当社グループの主要顧客は、日産自動車株式会社であり、同社向けの売上実績は下表のとおりとなっていま

す。日産自動車株式会社への売上依存度は高いものとなっているため、同社との取引状況に何らかの変更があっ

た場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

（注）日産自動車グループの販売実績は、日産自動車株式会社、株式会社オーテックジャパン、及び全国の日産

自動車販売会社への売上実績を合計したものであります。 

日産自動車株式会社とは、車両輸送作業や新車点検整備作業等の個別の業務ごとに締結された「車両運送委託

契約書」や「請負基本契約書」等に加え、「戦略的パートナーシップ契約についての覚書」を締結しておりま

す。具体的には、日産自動車株式会社が提示した評価項目毎の目標を達成することを条件に、当社に対して同社

は車両物流に関わる業務を契約期間中継続して委託することを定めております。 

現在締結している覚書は、平成23年３月末まで継続されることが基本合意されております。 平成15年に締結以

来平成21年３月末まで、日産自動車株式会社が提示した目標を達成しており、今後も業務品質の維持向上につと

めることによって平成23年４月以降も契約の更新を続けられる見通しです。 

しかし、諸事情により日産自動車株式会社との取引が継続できなくなった場合は、当社グループの業績に悪影

響を与える可能性があります。 

②利益の下期偏重について 

車両輸送関連事業のうち新車輸送につきましては、自動車メーカーの出荷台数が、他の月と比較して３月に増

加する傾向にあり、また収益性の高いマイカー輸送につきましても、３月の引越シーズンに需要が増加する傾向

にあります。このため例年売上高は３月に増加する傾向で、輸送台数増による輸送効率の向上もあり、利益は３

月に偏重します。今後も、同様の理由により業績の偏重が発生すると考えられることから、当社グループの業績

を判断する際には留意が必要となります。 

③特有の法的規制に係るもの 

ａ. 貨物自動車運送事業法等の規制について 

当社グループの主要な事業活動である車両輸送サービスの前提は、一般貨物運送事業者としての貨物自動車運

送事業法第3条に基づく一般貨物自動車運送事業認可（関東運輸局長（関自貨２）第1992号ほか）と、貨物運送

利用事業者としての貨物利用運送事業法第20条に基づく第二種貨物利用運送事業許可（総合政策局複合貨物流通

課長（国総貨複第６号の４－25））であり、当社グループの有している許認可の有効期限は無期限であります。 

これらの法律では、事業経営者に対する許可、事業許可の基準、禁止行為、運送約款の作成と認可、過労運転

防止を中心とする輸送の安全、事業用自動車の運行と安全確保のための運行管理者選任と資格試験、監督官庁の

事業改善命令、さらに名義利用の禁止・事業譲渡及び譲受けならびに事業休止廃止などの許認可等について細目

にわたり規定されており、貨物自動車運送事業法第33条及び貨物利用運送事業法第33条には、許認可の取消事由

が定められています。現時点において、当社グループはこれらの許認可の取消の事由に該当する事実はないと認

識しています。 

４【事業等のリスク】

  平成19年６月期 平成20年６月期  平成21年６月期 

 相手先 金額 
（百万円） 

総売上に 
占める割合 

金額 
（百万円） 

総売上に 
占める割合 

金額 
（百万円） 

総売上に 
占める割合 

日産自動車株式会社  17,973 ％ 33.2  18,734 ％ 33.5  15,176 ％ 29.4

日産自動車グループ

（注） 
 23,501 ％ 43.4  24,820 ％ 44.4  19,333 ％ 37.5

  売上高(百万円) 売上総利益(百万円) 営業利益(百万円) 

   上期  下期 通期  上期  下期  通期  上期  下期  通期 

平成20年 

6月期 

 26,906  29,003  55,910  2,700  3,463  6,164  373  1,043  1,416

( %) 48.1 ( %) 51.9 ( %) 100.0 ( %) 43.8 ( %) 56.2 ( %) 100.0  ( %) 26.4 ( %) 73.6 ( %) 100.0

平成21年 

6月期 

 25,767  25,831  51,599  2,237  2,620  4,858  △312  △219  △532

( %) 49.9 ( %) 50.1 ( %) 100.0 ( %) 46.1 ( %) 53.9 ( %) 100.0  ( ) －  ( ) －  ( ) －
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当社グループの主要な事業活動の継続には前述のとおり一般貨物自動車運送事業認可及び第二種貨物利用運送

事業許可が必要ですが、今後、法令違反等によりこれらの許認可が剥奪された場合には、主たる事業の一部ある

いは全部を行うことができず、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

また、今後、貨物自動車運送事業法や貨物利用運送事業法の内容変更等が行われた場合には、新たなコストが

発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

ｂ. 排気ガスの抑制に関する諸規制について 

当社グループの営む事業のうち車両輸送関連事業及び一般貨物輸送事業につきまして、平成14年10月１日から

「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」(自

動車Ｎｏｘ・ＰＭ法)が施行され、また、平成15年10月１日から東京都の「都民の健康と安全を確保する環境に

関する条例」をはじめとするディーゼル車の走行規制条例が、首都圏で施行されたのを皮切りに、全国へ拡がろ

うとしています。 

当社グループといたしましては、各種規制に対して、新車代替又は排ガス対策装置を装着することを進めてお

りますが、今後、規制の内容の変更等が行われた場合には、更なるコストが発生し、当社グループの業績に悪影

響を与える可能性があります。 

ｃ. 道路交通法の規制について 

当社グループの輸送業務については、道路交通法を遵守し、人命を尊重し交通安全に最善を尽くしておりま

す。しかし、重大な交通事故を起こしてしまった場合には、当社グループの信頼が失われ、当社グループの業績

に悪影響を与える可能性があります。 

平成18年６月に道路交通法が一部改正され（違法駐車対策関係）、委託機関である民間企業による取締りが都

市部を中心に行われております。当社は、社内に取り締まり内容を周知徹底するのみならず、お客様への協力要

請（車両引渡し場所の確保、路上荷扱いの際の立会いなど）などで対応しておりますが、今後規制の運用に変更

があった場合には、更なるコスト増、当社グループの業績に悪影響を与える場合があります。 

ｄ. 道路法の車両制限令の規制について 

当社グループの車両運搬用のセミトレーラにつきましては、道路法の車両制限令により全長の制限及び積載車

両の長さや高さ、過積載等の制限が定められております。車両運搬用セミトレーラは、本来商品車(輸送依頼を

受けた車両)を６～７台積載できることを前提に製造されておりますが、最近は商品車のサイズが大型化したこ

とに伴い、積載時にセミトレーラのサイズに収まらず、はみ出してしまう可能性があります。 

当社グループでは、各物流拠点での配車時において、制限値を超えないように小型車を混載させ、積載時に調

整を行っております。しかし、小型車の混載が困難な新車輸送に関しましては、積載台数を減らさざるをえない

場合もあります。今後も、適正な輸送料金への改定の交渉に取り組みますが、規制の内容の変更等が行われ、輸

送効率の低下に伴うコスト増分を輸送料金に反映できない場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能

性があります。 

ｅ. 労働基準法の規制について 

乗務員の時間外勤務や連続運転につきましては、労働基準法等の規制が適用されます。当社グループでは、日

次の配車計画、個人別の就業時間管理の両面から労働時間を管理しております。また、運転席に備え付けたデジ

タルタコメーターにより運行時間の管理を行い、連続運転、休憩時間の把握及び乗務員に対し労働基準法の遵守

のための指導を実施しております。 

今後、規制の内容の変更等が行われた場合には、更なるコストが発生し、当社グループの業績に悪影響を与え

る可能性があります。 

④燃料価格の上昇について 

軽油、ガソリン等の燃料価格が大きく上昇し、輸送コストの増加を企業努力により吸収するか、もしくは輸送

料金（燃料サーチャージを含む）に反映ができない場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があ

ります。 

⑤株価リスク 

当社グループは主として営業上の取引関係の維持、強化のため取引先を中心に株式を保有しております。この

ため、株式相場の動向もしくは株式を保有している企業の業績次第では、それぞれの株価に大きな変動が発生

し、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性があります。 
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 特記すべきものはありません。 

５【経営上の重要な契約等】

(1）日産自動車との車両輸送取引等基本確認書 

 マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）直前の平成13年４月に、日産自動車と当社間で締結していた各種の契約書

に基づく車両輸送等関連業務の取引をＭＢＯ後も継続する旨、両者間で確認書を締結いたしました。取引継続対象

の主要契約書は次のとおりであります。 

(2）日産自動車との戦略的パートナーシップ契約についての覚書 

 平成15年２月に、日産自動車との間で下記の内容の戦略的パートナーシップ契約についての覚書を締結しており

ます。 

契約書名 契約日 業務 内容 

車両運送委託契約書 昭和55年４月１日 新車輸送 
日産自動車が販売会社に対し車両を売渡した
後の完成車輸送業務 

請負基本契約書 昭和54年10月１日 輸出車輸送 
生産工場から輸出港までの完成車（輸出車）
輸送業務 

車両移動作業請負契約書 昭和45年10月１日 移動 日産自動車在庫車の指定先への移動等業務 

請負基本契約書 昭和46年10月１日 構内作業 
工場構内及び自動車保管場所における車両保
管、設備管理、車両品質保持、在庫管理等の
包括的業務 

新車納車整備業務委託 
契約書 

平成10年５月１日 新車納車整備 
新車点検整備作業、洗車・磨き作業、オプシ
ョン部品取付け作業、その他関連する業務 

車両輸送委託契約書 平成10年５月１日 
新車納車整備
完了車輸送 

新車納車整備完了車の納整センターから販売
会社までの車両輸送業務 

契約期間 内容 

自平成15年４月１日 

至平成23年３月31日 

日産自動車はゼロを国内完成車物流の戦略的パートナーと位置づけることとしていま
す。戦略的パートナーの定義は次のとおりです。 

「日産自動車のサプライチェーンを構成する業務の中でゼロは完成車両の国内物流に関
する特定の範囲を継続的に受託し、自らが持つ専門的なノウハウを提供し、日産自動車
と協力して物流効率化に取り組むことにより、サプライチェーン全体の物流品質、納
期、陸送物流コスト、安全・ＣＳの最適化に寄与する。」 

覚書では日産自動車が提示した評価項目毎の目標を達成することを条件に、当社に対し
て同社は車両物流に関わる業務を契約期間中継続して委託することを定めております。 

６【研究開発活動】
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当社グループの財政状態及び経営成績の分析を以下のとおり記載しております。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成21年９月29日）現在において当社が判断

したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してい

ます。この連結財務諸表の作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及

び開示に影響を与える見積りを必要としています。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理

的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がありま

す。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連結財務諸表作成におけ

る重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えています。 

ａ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括して費用処理しております。 

退職給付費用及び退職給付債務等の計算の基礎は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の注記「退職給付関

係」に記載したとおりでありますが、これらの計算の基礎と実績値が異なる場合、または計算の基礎が変更され

た場合には、将来の退職給付費用及び退職給付債務等が変動する可能性があります。 

ｂ．貸倒引当金 

当社グループは債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。将来、顧客の財務

状況が悪化し、支払能力が低下した場合、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性があります。 

ｃ. 固定資産の減損 

当社グループが有する固定資産のうち「固定資産の減損に係る会計基準」において対象とされるものについて

は、損益報告や経営計画などの企業内部の情報、経営環境や資産の市場価格などの企業外部の要因に関する情報

に基づき、資産又は資産グループ別に減損の兆候の有無を確認し、兆候があるものについてはその帳簿価額の回

収が懸念されているかなど、減損損失の認識の判定を行っています。 

この判定により減損損失を認識すべきと判断した場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減損処理を行っ

ています。事業計画や経営・市場環境の変化により、割引前将来キャッシュ・フローの金額あるいは、回収可能

価額に変動があった場合には、減損損失の金額の増加または新たな減損損失の認識の可能性があります。 

ｄ．有価証券の減損 

当社グループは、市場価格等のある有価証券については、期末日における時価が取得価額に比べ50％以上下落

した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合、金額の重要性、時価の回復可能性等を考慮して

必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。また、市場価格等のない有価証券について

は、期末日における実質価額が取得価額に比べ50％以上下落した場合に、原則として減損処理を行い、下落率が

50％未満の場合、著しく下落したときには該当しないものとし、減損処理は行わないこととしております。将

来、株式市況の悪化、または投資先の業績不振等により評価損の金額の増加または新たな評価損の認識が必要に

なる可能性があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度における日本経済は、アメリカにおける金融市場の混乱と経済の急速な低迷が全世界に波及し

たこと、さらには円高と株安が重なったことから、輸出と生産の落ち込みや設備投資の減少、個人消費の減退な

どが見られ、景気の悪化が鮮明となりました。 

物流業界におきましては、足元の燃料単価は期初に比べて落ち着きつつある一方で、景気悪化により物量が落

ち込む厳しい環境が続いております。 

特に車両輸送業界におきましては新車の国内販売・輸出が過去に例を見ない規模で減少したことを受けて各自

動車メーカーとも減産を実施したことに加え、中古車の輸出が円高とロシアの関税引き上げの影響で大幅に減少

したこと等により、国内における自動車の売買が低迷、大きな打撃となりました。 

従来より組織体制の見直しによる営業力強化、輸送効率向上、固定費の削減を進めており、特に景気悪化が顕

著となった下半期はその活動スピードを加速させましたが、この急激な環境悪化による収益悪化を当連結会計年

度内で挽回することができませんでした。 

また、事業環境の悪化を踏まえ、一部不採算事業からの撤退及び縮小を実施したのに伴い固定資産やリース資

産の処分損などを特別損失に計上いたしました。 

以上の結果、当期の売上高は515億99百万円（前期比92.3％）、営業損失は5億32百万円（前期は14億16百万円

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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の営業利益）、経常損失は4億57百万円（前期は15億27百万円の経常利益）となり、当期純損失は7億15百万円

（前期は7億87百万円の当期純利益）となりました。 

(3）当連結会計年度末の財政状況の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ15.5％減少し、119億62百万円となりました。 

これは主に、受取手形及び売掛金が10億68百万円、有価証券が７億96百万円、未収入金等の流動資産その他が

２億87百万円それぞれ減少したことによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ47.8％増加し、199億74百万円となりました。 

これは主に、システム開発費（ソフトウェア）の償却等により無形固定資産その他が３億44百万円減少したも

のの、川崎複合物流センターの建設に着手したことにより建設仮勘定が21億82百万円、ドライバースタッフ株式

取得等によりのれんが30億90百万円、リース資産が６億53百万円それぞれ増加したことによります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ15.4％増加し、319億36百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ7.5％減少し、77億38百万円となりました。 

これは主に、未払費用が５億４百万円、１年内返済予定の長期借入金が２億23百万円、短期借入金が１億92百

万円それぞれ増加したものの、支払手形及び買掛金が11億７百万円、未払法人税等が２億12百万円、未払金等の

流動負債その他が２億78百万円それぞれ減少したことによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ82.2％増加し、128億55百万円となりました。 

これは主に、退職給付引当金が３億98百万円減少したものの、長期借入金が55億８百万円、リース債務が６億

２百万円それぞれ増加したことによります。 

この結果、負債は、前連結会計年度末に比べ33.5％増加し、205億93百万円となりました。 

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べ7.4％減少し、113億42百万円となりました。 

これは主に、利益剰余金が８億２百万円減少したことによります。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因 

当社を含め業界全体に共通する要因としましては、業界内の市場競争が激化し価格競争となっている一方で、燃

料費の増加などコストアップ要因を加味した適正な輸送料金へ改正する動きも出始めていることから、輸送料金の

市場動向は売上高、利益共に影響を与える要因となります。また、原油価格の動向や環境問題を考慮した規制強化

が今後どのように進むかは、業界各社のコストを左右する要因です。 

また、当社の車両輸送事業における主要荷主、特に売上依存度の高い日産自動車の国内販売動向は輸送ボリュー

ムの増減につながり、経営成績に影響を与えます。 

(5）経営戦略と今後の方針・見通しについて 

当社は2001年、ＭＢＯによって日産自動車から独立して以来、社内の制度改革やルールの見直しを行うのと並行

して事業の拡大及び合理化を進め、高品質で強い収益基盤の企業を創造することに努めてきました。しかしながら

国内における自動車需要は縮小傾向にあり、車両輸送事業は中長期的にも厳しい環境にあります。 

そこで当社といたしましては、既存ビジネスの拡充と新規事業の開発という２つの戦略を軸に経営を進めており

ます。 

既存のコアビジネスである車両輸送関連事業においては、全国の新車販売会社の地域内輸送及びその周辺業務を

一括して受託することにより端末輸送（集荷配送業務）を強化すると同時に、中古車輸送では顧客ニーズに合わせ

た短い納期で輸送を実現するダイレクト路線の増設により当社グループが本来得意とする幹線輸送を充実させるこ

とで顧客の積極的な獲得を図ります。 

一方では新しい事業の柱を構築するための企業アライアンスやＭ＆Ａを引き続き推進し、物流ネットワークの総

合サービスプロバイダーとして確固たる地位を持つ企業を目指してまいります。 

これらの戦略により、中期的目標であるグループ売上高1,000億円を１日も早く実現することで物流会社として

の存在感を高め、どのようなリスクにも柔軟に対応できる強い収益基盤と次世代に向けて安定的な成長を持続でき

る体制を築いてまいりたいと考えております。 

(6）資本の財源及び資金の流動化についての分析 

キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ９億28百万

円減少し、49億94百万円となりました。 
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当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、２億85百万円（前連結会計年度は14億66百万円の増加）となりました。収入

の主な内訳は、売上債権の減少額16億21百万円、減価償却費７億34百万円、未収入金等のその他の流動資産の減

少額４億14百万円であり、支出の主な内容は、税金等調整前当期純損失７億89百万円、仕入債務の減少額11億39

百万円、退職給付引当金の減少額４億２百万円、法人税等の支払額７億38百万円であります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、49億35百万円（前連結会計年度は７億81百万円の増加）となりました。収入

の主な内訳は、貸付金の回収による収入１億85百万円であり、支出の主な内訳は、ドライバースタッフ株式取得

等による支出20億97百万円、川崎複合物流センター建設工事代金支払等による支出25億13百万円、貸付けによる

支出３億10百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果得られた資金は、42億92百万円（前連結会計年度は12億96百万円の使用）となりました。収入

の主な内訳は、借入金による収入44億67百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払88百万円でありま

す。  
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、当連結会計年度において事業の拡大、輸送効率の向上を目的として、事業拠点の充実及びソフ

トウェア開発等に33億10百万円の設備投資を実施致しました。 

設備投資の主な内容は以下のとおりであります。 

(1)車両輸送関連事業及び一般貨物輸送事業に係わる、川崎複合物流センター建設で21億82百万円の設備投資を実

施いたしました 

(2)車両輸送関連事業では、営業車両のリースによる取得及び物流システムの開発などに事業全体で10億58百万円

の設備投資を実施致しました。  

(3)カーセレクション事業では、オークション会場の新設などに事業全体で５百万円の設備投資を実施致しました。

(4)一般貨物輸送事業では、事業所の改修などに事業全体で63百万円の設備投資を実施致しました。 

  

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

平成21年６月30日現在

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．ソフトウエア勘定には、ソフトウエア仮勘定を含んでおります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．上記の他、主要な賃借設備の内容は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額

従業
員数 
（人）

建物 
及び 

構築物 
（百万円）

機械装置 
及び 

運搬具 
（百万円）

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

工具、器具
及び備品

（百万円）

リース 
資産 

（百万円） 
ソフトウエア 
（百万円） 

合計
（百万円）

本社 
（川崎市幸区） 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

管理業務施設

その他設備 41 23
   (－)

－
25  5  545 641

（18）

129

北海道地方 
北海道カスタマーサービス 
センター（北海道苫小牧市） 
他４事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 

事務所 
車両置場 35 1

332

(19,828.73)
0  －  － 369

 (2) 

10

東北地方 
仙台カスタマーサービス 
センター（宮城県多賀城市） 
他４事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 

事務所 
車両置場 25 2

968

(21,742.12)
1  －  － 997

 (7) 

44

関東地方 
栃木カスタマーサービス 
センター（栃木県河内郡） 
他41事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

事務所 
車両置場 
整備施設 

135 43
2,968

(35,167.68)
20  492  － 3,660

(155) 

490

中部・北陸地方 
名古屋カスタマーサービス 
センター（名古屋市港区） 
他13事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

事務所 
車両置場 
整備施設 

30 5
304

(22,669.73)
3  19  － 364

(21) 

86

近畿地方 
大阪カスタマーサービス 
センター（大阪市住之江区） 
他８事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

事務所 
車両置場 
整備施設 

 20 3
(－)
－

2  18  － 46
(41) 

119

中国地方 
岡山カスタマーサービス 
センター（岡山県倉敷市） 
他４事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 

事務所 
車両置場 2 0

(－)
－

0  －  － 3  
(3) 

11

四国地方 
高松カスタマーサービス 
センター（香川県高松市） 
他３事業所 

車両輸送関連 事務所 
車両置場 2  0

(－)
－

0  －  － 3
(1)

7

九州地方 
九州カスタマーサービス 
センター（福岡県京都郡） 
他10事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 

事務所 
車両置場 
整備施設 

102 29
2,319

(54,192.41)
1  17  － 2,470  

 （8）

64
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（賃借設備） 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）国内子会社 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．株式会社ゼロ九州の土地帳簿価額には、（連結）未実現損益11百万円が含まれております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．上記の他、主要な賃借設備の内容は、次のとおりであります。 

事業所名（所在地） 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
年間賃借料及び 
リース料（百万円） 

本社 
（川崎市幸区） 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

情報システム機器（リース）  111

建物（賃借）   146

栃木カスタマーサービス 
センター（栃木県河内郡） 
他53事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 
一般貨物輸送 

車両運搬具（リース）   566

土地・建物（賃借）  1,479

  平成21年６月30日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額 

従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

(百万円)

機械装置
及び 

運搬具 

(百万円)

土地
（百万円）
（面積㎡）

工具、器具 
及び備品 
(百万円) 

リース
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円)

株式会社 
ゼロ・トランズ 

座間営業所 
(神奈川県座間市) 
 他16事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 

一般貨物輸送 
土地・建物 2 17

164

(1,263.86)
 0  50 235

198

(500)

株式会社 
ゼロ九州 

苅田営業所 
(福岡県京都郡) 
 他３事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション 土地・建物 34 5

69

(3,305.00)
 0  14 124

 

67

(84)

苅田港海陸運送 
株式会社 

本社 
(福岡県京都郡) 

車両輸送関連 
一般貨物輸送 土地・建物 172 67

655

(35,644.47)
 5  － 900

58

(17)

株式会社 
ティービーエム 

朝霞営業所 
(埼玉県朝霞市) 
 他２事業所 

車両輸送関連 車両運搬具 － －
(－)

－
 －  － －

34

(43)

株式会社 
九倉 

本社 
(北九州市門司区) 
 他11事業所 

一般貨物輸送 土地・建物 
車両運搬具 

125 23

 

893

(13,959.26)  1  15 1,059
97

(41)

株式会社 
フルキャスト 

ドライブ 

本社 
(東京都目黒区) 
 他８事業所 

車両輸送関連 管理業務 
機器 － 0

 (－)

－
 1  － 1

21

(9)

株式会社 
ジャパン・ 

リリーフ 

本社 
(大阪市西区） 
 他９事業所 

車両輸送関連 土地・建物 157 1
 

93

(318.67)
 11  － 263

 

254

(2,577)

株式会社 
日産静岡 

ワークネット 

本社 
(静岡市駿河区） 
 他３事業所 

車両輸送関連 車両運搬具 0 3
 (－)

－  1  18 23
62

(23)
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当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。なお、翌連結

会計年度の重要な設備の新設の計画は以下のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（賃借設備） 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
年間賃借料及び 
リース料（百万円）

株式会社 
ゼロ・トランズ 

座間営業所 
（神奈川県座間市） 
他16事業所 

車両輸送関連 
カーセレクション
一般貨物輸送 

車両運搬具（リース）   85

土地・建物（賃借）  28

株式会社  
ゼロ九州  

苅田営業所  
（福岡県京都郡） 
他３事業所 

車両輸送関連  
カーセレクション

車両運搬具（リース）   24

土地・建物（賃借）  7

苅田港海陸運送 
株式会社 

本社 
（福岡県京都郡） 

車両輸送関連 
一般貨物輸送 

車両運搬具（リース）   5

土地・建物（賃借）  85

株式会社  
ティービーエム 

朝霞営業所  
（埼玉県朝霞市） 
他２事業所 

車両輸送関連  
車両運搬具（リース）   6

土地・建物（賃借）  22

株式会社 
九倉 

本社 
 (北九州市門司区） 
他11事業所 

一般貨物輸送 
車両運搬具（リース）     2

土地・建物（賃借）  357

株式会社 
フルキャスト 
ドライブ  

本社 
（東京都目黒区） 
他８事業所 

車両輸送関連 土地・建物（賃借）  42

株式会社 
ジャパン・ 
リリーフ  

本社  
（大阪市西区） 
他９事業所 

車両輸送関連 
車両運搬具（リース）   6

土地・建物（賃借）  33

株式会社  
日産静岡 
ワークネット  

本社  
（静岡市駿河区） 
他３事業所 

車両輸送関連 
車両運搬具（リース）  9

土地・建物（賃借）  6

３【設備の新設、除却等の計画】

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法 
着手及び完了予定年月

総額
（百万円） 

既支払額
（百万円） 着手 完了

提出会社 
川崎複合物流センター 

（川崎市川崎区） 

車両輸送関連 

一般貨物輸送 

車両輸送基地 

冷凍冷蔵倉庫 
3,500 2,182 借入金  

平成 

20．12 

平成 

21．９ 
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旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月23日臨時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成21年９月１日から有価証券報告書の提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
 (平成21年９月29日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式  17,560,242  17,560,242 東京証券取引所市場第二部 
単元株式数 

100株 

計  17,560,242  17,560,242 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
事業年度末現在 

（平成21年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成21年８月31日） 

新株予約権の数（個）  2,104 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  631,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  317 同左  

新株予約権の行使期間 
平成17年６月24日から 

平成25年６月22日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  317 

資本組入額 158.50 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受け
た者は、当社の取締役、
監査役、執行役員及び従
業員たる地位を失った場
合は、新株予約権を行使
することができない。
又、新株予約権の割当を
受けた者が死亡した場合
は、相続人が新株予約権
を行使することができ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処
分は認めない。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―   ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―    ―   
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（注）自己株式467,551株は、「個人その他」に4,675単元及び「単元未満株式の状況」に51株を含めて記載しており

ます。 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）１．有償第三者割当 

主な割当先 東京海上日動火災保険(株)、三池工業(株)、(株)キリウ、他22社 

1,338,314株 

発行価格  2,350円 

資本組入額 1,175円 

２．平成17年８月１日を払込期日とする公募増資により新株式300,000株を発行いたしました。 

有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格 1,700円 

発行価額 1,318円 

資本組入額 659円 

     ３．平成17年８月30日を払込期日とする第三者割当増資により、新株式100,000株を発行いたしました。    

第三者割当（オーバーアロットメントによる割当） 

発行価額 1,318円 

資本組入額 659円 

割当先 野村證券株式会社 

 ４．平成17年９月１日から平成18年４月30日までの発行済株式総数、資本金及び資本準備金についての増加は、
新株予約権の行使によるものであります。 

 ５．株式分割（１：３）によるものであります。 

 ６．平成18年７月１日から平成19年６月30日までの発行済株式総数、資本金及び資本準備金についての増加は、
   新株予約権の行使によるものであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成16年１月23日 
（注１） 

 1,338,314  5,338,314  1,572  3,072  1,572  2,774

平成17年８月１日 
（注２）  

 300,000  5,638,314  197  3,270  281  3,056

平成17年８月30日 
（注３）  

 100,000  5,738,314  65  3,336  93  3,150

 平成17年９月１日～ 
平成18年４月30日 
（注４） 

 101,100  5,839,414  48  3,384  48  3,198

平成18年５月31日 
（注５）  

 11,678,828  17,518,242  －  3,384  －  3,198

平成18年７月１日～ 
平成19年６月30日 
(注６）  

 42,000  17,560,242  6  3,390  6  3,204

（５）【所有者別状況】

  平成21年６月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 金融機関 金融商品取

引業者 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） ―   8 12 63 5 ―   2,011  2,099 －

所有株式数 

（単元） 
―   15,766 191 89,348 37,563 ―   32,721  175,589 1,342

所有株式数の

割合（％） 
―   8.97 0.10 50.88 21.39 ―   18.63  100.0 －
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（６）【大株主の状況】

 （注）上記のほか、自己株式が467千株あります。 

  平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 
ゼニス ロジスティックス
ピーティーイー リミテッド 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

911 BUKIT TIMAH ROAD, SINGAPORE 589622, SINGAPORE 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
 3,641  20.73

ＳＢＳホールディングス 

株式会社 
東京都墨田区太平４丁目１－３  2,527  14.39

三池工業株式会社 神奈川県横浜市戸塚区上矢部町2336  1,396  7.95

ジャパン・ブレークスルー・
2004投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内２丁目２－２ 
丸の内三井ビル８階 

 1,260  7.17

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11  798  4.54

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 
株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目２－１  638  3.63

ゼロ従業員持株会 
神奈川県川崎市幸区堀川町580番地 
ソリッドスクエア西館６階 

 515  2.93

株式会社キリウ 栃木県足利市小俣南町２  382  2.18

株 式 会 社 フ ジ ト ラ ン ス 
コ─ポレ─ション 

愛知県名古屋市港区入船１丁目７－41  363  2.07

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１－１  330  1.88

計 －  11,855  67.51

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   467,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,091,400  170,914 － 

単元未満株式 普通株式    1,342 － － 

発行済株式総数  17,560,242 － － 

総株主の議決権 －  170,914 － 
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当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、当社取締役、監査役、執行役員及び従業員に対して付与することを平成15年６月23日の臨時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注）１．付与対象者の詳細は平成15年７月７日の取締役会で決定いたしました。 

２．発行価額は当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切上げます。ただし、いかなる場合においてもその時点で有効な払込金額を上回らな

いものと致します。 

又、時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合［新株予約権の行使により新株

を発行する場合は除く。］は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切上げます。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものと致します。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を

行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認

める払込金額の調整を行います。 

  

②【自己株式等】 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ゼロ 
神奈川県川崎市幸区堀川町
580番地ソリッドスクエア
西館６階 

 467,500 －  467,500  2.66

計 －  467,500 －  467,500  2.66

（８）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成15年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（注１） 

当社取締役   2人 

当社監査役   1人 

当社執行役員  5人 

当社従業員   13人 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 
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【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及

び買増請求による株式数は含めておりません。 

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成21年２月19日）での決議状況 
（取得期間 平成21年２月20日～平成21年３月24日） 

 100,000  20,000,000

当事業年度前における取得自己株式  －  －

当事業年度における取得自己株式  15,800  2,442,600

残存決議株式の総数及び価額の総額  84,200  17,557,400

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)   84.2  87.8

当期間における取得自己株式   －  －

提出日現在の未行使割合(％)   84.2  87.8

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成21年３月23日）での決議状況 
（取得日 平成21年３月24日） 

 150,000  22,000,000

当事業年度前における取得自己株式  －  －

当事業年度における取得自己株式  127,600  18,374,400

残存決議株式の総数及び価額の総額  22,400  3,625,600

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)   14.9  16.5

当期間における取得自己株式   －  －

提出日現在の未行使割合(％)   14.9  16.5

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  158  28,580

当期間における取得自己株式   －  －

  
 区分 

当事業年度 当期間 

  株式数 (株)
処分価額の 
総額（円)  

株式数 (株) 
処分価額の 
総額 (円)  

 引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

 消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

 合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自己株式  －  －  －  －

 その他（単元未満株式の買増請求）  56  22,848  －  －

 保有自己株式数  467,551  －  467,551  －
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（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

２．当社株式は平成17年８月２日をもって東京証券取引所市場第二部に上場いたしましたので、それ以前の株価

については該当事項はありません。 

 ３．当社は、平成18年５月31日を基準日として株式１株につき３株の割合をもって株式分割をおこないました。

□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

（２）【最近６月間の最高・最低株価】 

 （注）    最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

  

３【配当政策】

(1）利益配分の基本方針 

利益配分の方針は、内部留保に留意し事業領域の拡大と企業体質の強化を図りつつ、株主に対する利益還元と利

益処分の公明性を持たせるため、配当可能利益の範囲において、以下を基本として勘案する予定であります。 

     ※ただし、通常の営業活動により得たものではない特殊な利益や損失については、上記の考え方から除外して

年間配当金を算出する場合があります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。当社は会社法第

454条第５項の規定に基づき「取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができ

る。」旨を定款に定めておりますため、剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当に

ついては取締役会であります。 

なお、当事業年度におきましては中間期、通期ともに損失を計上したことに加え、依然として低迷が予想され

る事業環境を鑑み、今後の事業展開に必要な内部留保を確保しておくことが、経営戦略上より重要であると判断

し、無配とさせていただきました。 

潜在株式調整後 
１株当たり連結当期純利益 

40円以下 40円超80円以下 80円超 

年間配当金 8円 
１株当たり当期純利益 

×20％ 

１株当たり当期純利益 

×25％ 

４【株価の推移】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月 

最高（円）  －
 

□938 

4,600
 700  630  346

最低（円）  －
 

 □682 

2,130
 291  312  122

月別 平成21年１月  平成21年２月  平成21年３月 平成21年４月  平成21年５月  平成21年６月

最高（円）  190  171  179  194  230  255

最低（円）  153  140  144  156  167  195
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（株） 

代表取締役 社長 岩下 世志 
昭和19年 

５月10日生 

昭和42年４月

平成11年６月

平成12年４月

平成12年６月

  

平成12年６月

平成15年６月

  

日産自動車株式会社入社 

同社上席常務就任 

当社顧問就任 

宇都宮ターミナル運輸株式会社取締役就

任（現任） 

当社代表取締役社長就任（現任） 

三池工業株式会社 

監査役就任（現任） 

(注)4 68,184

取締役 
カスタマー 

サービス本部長 
景山 孝志 

昭和25年 

11月28日生 

昭和49年４月

平成13年４月

平成13年９月

  

平成14年４月

平成15年７月

平成16年６月

平成18年７月

平成21年３月

日産自動車株式会社入社 

同社海外業務部長 

当社へ出向、企画・Ｚプロジェクト準備

室室長 

当社へ転籍、執行役員企画室長就任 

当社執行役員経営企画部長 

当社取締役就任（現任） 
当社物流本部長 

当社カスタマーサービス本部長（現任） 

(注)4 45,960

取締役 整備事業本部長 藤井 直之 
昭和26年 

８月６日生 

昭和50年４月

平成13年４月

平成15年４月

平成18年４月

平成18年９月

平成21年３月

日産自動車株式会社入社 
同社生産事業部物流統括部長 

同社生産事業本部生産管理部長 

当社へ転籍、執行役員営業本部長就任 

当社取締役就任（現任） 
当社整備事業本部長（現任） 

(注)4 3,000

取締役 経営企画部長 北村 竹朗 
昭和29年 

10月27日生 

 昭和53年４月

平成12年４月

平成15年４月

  

平成18年４月

平成18年７月

平成18年９月

日産自動車株式会社入社 

北米日産会社副社長就任 

日産自動車株式会社グローバルＮＳＳＷ

本部副本部長 
当社へ転籍、執行役員就任 

当社経営企画部長（現任） 

当社取締役就任（現任） 

(注)4 2,600

取締役 営業本部長 佐久間 順二 
昭和23年 

10月29日生 

昭和42年４月

昭和63年９月

平成７年４月

平成16年４月

  

平成20年11月

平成21年３月

平成21年９月

サントリー株式会社入社 

株式会社皇宮代表取締役社長就任 
ＴＢＳブリタニカ株式会社関西支局長 

サントリーコーポレートビジネス株式会

社副部長 

当社入社 
当社営業本部長（現任） 

当社取締役就任（現任） 

(注)5 2,500

取締役 総務・人事部長 山田 清 
昭和32年 

１月５日生 

昭和54年４月

平成13年４月

平成17年４月

  

平成19年３月

平成20年８月

平成21年３月

平成21年９月

日産自動車株式会社入社 
同社法務室主管 

株式会社ベルシステム24執行役員法務室

長就任  

同社常務執行役員法務室長就任 
当社入社 

当社総務・人事部長（現任） 

当社取締役就任（現任） 

(注)5 － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（株） 

取締役 － 杉野 泰治 
昭和32年 

５月９日生 

昭和56年４月

平成12年10月

  
平成13年５月

平成14年３月

平成15年12月

  
平成19年３月

  

平成20年４月

  
平成20年８月

日産自動車株式会社入社 

ＡＩＧジャパン・パートナーズ・インク

エグゼクティブ ディレクター就任 
当社取締役就任（現任） 

株式会社スーパーウェーブ監査役就任 

株式会社ＪＢＦパートナーズ代表取締役

就任（現任） 
株式会社タナベインターナショナル監査

役就任（現任） 

日本企業投資株式会社取締役就任（現

任）  
Ｔ'ｓ株式会社代表取締役就任（現任）  

(注)4 － 

取締役 － タン・エンスン 
昭和23年 

８月６日生 

平成元年２月

平成12年１月

  

平成16年７月

  

平成16年９月

平成17年11月

  

タンチョンモーターグループ代表就任 

タンチョンインターナショナル社副会長

就任 

ゼニスロジスティクス社代表取締役就任

（現任） 

当社取締役就任（現任） 
タンチョンインターナショナル社会長就

任（現任） 

(注)4 － 

取締役 － 鎌田 正彦 
昭和34年 

６月22日生 

昭和54年４月

昭和62年12月

  

昭和63年３月

平成16年６月

  

平成16年９月

平成16年12月

  
平成17年９月

  

  

平成17年12月

平成18年１月

東京佐川急便株式会社入社 
株式会社関東即配（現ＳＢＳホールディ

ングス株式会社）取締役就任 

同社代表取締役社長就任（現任） 

雪印物流株式会社（現フーズレック株式

会社）取締役就任（現任） 

当社取締役就任（現任） 

さくら運輸株式会社（現株式会社ダッ

ク）取締役就任（現任） 
東急ロジスティック株式会社（現ティー

エルロジコム株式会社）代表取締役社長

就任（現任） 

株式会社ぱむ取締役就任（現任） 
株式会社全通取締役就任（現任） 

(注)4 1,800

常勤監査役 － 平野 俊明 
昭和25年 

４月１日生 

昭和50年４月

平成12年６月

平成13年６月

平成16年６月

当社入社 

当社経理部次長（部長待遇） 
当社執行役員経理部長就任 

当社監査役就任（現任） 

(注)6 8,100

常勤監査役 － 五味 秀 
昭和19年 

９月７日生 

昭和43年４月

昭和60年２月

平成８年７月

平成９年７月

平成10年６月

平成12年６月

平成14年６月

平成18年６月

平成18年９月

日産自動車株式会社入社 
同社欧州部部長代理 

日産専用船株式会社営業部付部長 

日産欧州物流会社社長就任 

日産専用船株式会社取締役就任 
同社取締役経理部長兼業務部長 

同社常勤監査役就任 

同社常勤監査役退任 

当社監査役就任（現任） 

(注)6 1,000
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（注）１．取締役杉野泰治、同タン・エンスン及び同鎌田正彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役五味 秀、同小林暢比古及び同田中敏夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、意思決定・監督と執行の分離をして経営意思決定の迅速化と執行責任の明確化を図るため、執行役

員制度を導入しております。 

 執行役員は、田中千春（営業本部副本部長）、藤原裕久（カスタマーサービス本部副本部長）、須藤佳夫（経

理部長）の３名で構成しております。 

４．平成20年９月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５．平成21年９月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間  

６．平成19年９月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

７．平成20年９月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（株） 

監査役 － 小林 暢比古 
昭和18年 

１月６日生 

昭和42年３月

平成５年12月

平成10年６月

平成10年６月

  

平成10年11月

  
平成16年６月

平成16年12月

  

平成17年９月

三池工業株式会社入社 

同社常務取締役就任 

同社代表取締役社長就任（現任） 
ユニプレス九州株式会社取締役就任（現

任） 

株式会社栃木三池取締役会長就任（現

任） 
当社監査役就任（現任） 

広州三池汽車配件有限公司法定代表人就

任（現任） 

日型工業株式会社取締役会長就任（現

任） 

(注)6 16,800

監査役 － 田中 敏夫 
昭和18年 

８月31日生 

昭和42年４月

平成６年７月

平成12年４月

平成15年４月

平成17年４月

平成19年４月

  

平成20年５月

平成20年９月

日産自動車株式会社入社 

同社海外業務部長 
滋賀日産自動車株式会社社長就任 

株式会社日産サティオ神奈川社長就任 

日産プリンス兵庫販売株式会社社長就任 

神奈川日産自動車株式会社常勤監査役 
就任 

当社顧問就任 

当社監査役就任（現任） 

(注)7 － 

計  149,944
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会など様々な

利害関係者との関係における企業経営の基本的枠組み（経営監督機能、リスクマネジメント、コンプライアンス、ア

カウンタビリティー及び経営効率の向上）を適切に構築することにより、株主利益の増大に努めることであると考え

ております。 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

a.会社の機関の基本説明 

当社は監査役設置会社であり、会社の機関として取締役会及び監査役会を設置しており、重要な業務執行の

決議、監督並びに監査を行っております。取締役は提出日現在９名の体制で、うち３名は社外取締役でありま

す。社外取締役には経営意思決定への全面的な参画を求め、取締役会の機能強化のみならず経営の透明性の向

上を図っております。取締役会は、定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要

事項の決定や報告、事業の状況についての情報の共有化を図っております。当社の取締役の数は12名以内にす 

る旨定款に定めております。 監査役につきましては、監査役４名の内３名を社外監査役とする体制とし、年度

毎の監査役監査計画に基づき監査を実施しております。また、業務の執行と監督の分離をして、経営意思決定

の迅速化と業務執行責任の明確化を図るため、平成13年６月に執行役員制度を導入し、提出日現在は３名の体

制としております。 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10,000,000円以上であ

らかじめ定められた額または法令が規定する額のいずれか高い額としております。 

なお、取締役、監査役、執行役員を構成員とし、当社の経営機能と組織機能を最も有効、かつ強力に発揮す

るための機関として、経営会議を月２回開催し、経営に関する重要事項を協議審議しております。 

b.会社の機関・内部統制の関係を図示すると次のとおりであります。 
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c.内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、社長直轄の監査部が３名専属体制で監査役及び監査法人と連携を図りながら計画

的に実施し、経営会議で定期的な報告を行うとともに改善・合理化への助言・提案等行っております。 

監査役は取締役会、経営会議その他の重要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の状況を聴取して

業務執行の全般にわたり監査しております。月１回の監査役会では監査役相互の情報共有を図ることにより、

監査機能の充実に努めております。 

d.会計監査の状況 

当社の会計監査は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、監査を受けております。 

会計監査業務を執行した公認会計士は、大橋一生、成田智弘、善方正義の３名で、直近の会計監査業務にか

かる補助者は、公認会計士11名、その他20名であります。 

e.社外取締役及び社外監査役との関係 

当社社外取締役杉野泰治は、株式会社ＪＢＦパートナーズ代表取締役に就任しており、当事業年度末時点で

同社の組成する投資ファンド（ジャパン・ブレークスルー・2004投資事業有限責任組合）が当社の株式を7.2％

保有しております。 

当社社外取締役タン・エンスンは、ゼニス ロジスティックス社代表取締役に就任しており、当事業年度末時

点で同社は当社の株式を20.7％保有しております。 

当社社外取締役鎌田正彦は、SBSホールディングス株式会社代表取締役社長に就任しており、当事業年度末時

点で同社は当社の株式を14.4％保有しております。 

当社社外監査役小林暢比古は、三池工業株式会社代表取締役社長に就任しており、当該事業年度末時点で同

社は当社の株式を8.0％保有しております。 

なお、当社社外監査役五味 秀及び同田中敏夫と当社には特別の利害関係はありません。 

②リスク管理体制の整備の状況 

当社は、法令をはじめとした各種のルールを遵守し、「公正性」「誠実性」を備えたコンプライアンス経営

を行う体制がリスク管理につながると考えており、リスク管理委員会の傘下に、コンプライアンス専門委員会

として事業関連法規委員会、一般関連法規委員会及び企業活動規範委員会の３委員会を設置し、法令を履行す

るための方策や遵守状況の確認を行っております。さらに安全管理部が各部署の安全管理に関する統括業務や

乗務員の安全教育を行い、安全輸送面でのリスク管理を実施しております。 

③役員報酬の内容 

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の金額は、以下のとおりです。 

取締役に支払った報酬       165百万円(退職慰労引当金繰入額 26百万円を含む) 

うち社外取締役に支払った報酬    －百万円 

監査役に支払った報酬        36百万円(退職慰労引当金繰入額  5百万円を含む) 

うち社外監査役に支払った報酬    22百万円(退職慰労引当金繰入額  3百万円を含む) 

④取締役選任決議の要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定めております。 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統制整備に関す

る助言業務であります。 

④【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

⑤株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。 

⑥株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項 

a.自己の株式の取得 

当社は、会社法第165 条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的として

おります。 

b.中間配当 

当社は、取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定め

ております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的としております。 

c.取締役及び監査役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を、法令の限度において

免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その

期待される役割を十分に発揮できる環境を整備することを目的とするものであります。 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  －  －  44  0

連結子会社  －  －  －  －

計  －  －  44  0
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年

６月30日まで）及び当連結会計年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）の連結財務諸表ならびに前

事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）及び当事業年度（平成20年７月１日から平成21年６月

30日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。   

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  5,205 ※2  5,222

受取手形及び売掛金 6,372 5,304

有価証券 996 199

たな卸資産 180 －

貯蔵品 － 115

繰延税金資産 204 209

その他 1,236 955

貸倒引当金 △41 △45

流動資産合計 14,154 11,962

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,388 3,531

減価償却累計額 △2,582 △2,639

建物及び構築物（純額） ※2  805 ※2  891

機械装置及び運搬具 1,903 2,062

減価償却累計額 △1,710 △1,831

機械装置及び運搬具（純額） 193 231

工具、器具及び備品 363 422

減価償却累計額 △284 △344

工具、器具及び備品（純額） 78 78

土地 ※2, ※3  8,664 ※2, ※3  8,757

リース資産 － 692

減価償却累計額 － △66

リース資産（純額） － 626

建設仮勘定 － 2,182

有形固定資産合計 9,741 12,768

無形固定資産   

のれん 85 3,175

リース資産 － 26

その他 924 579

無形固定資産合計 1,009 3,782

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  359 ※1  443

長期貸付金 86 254

繰延税金資産 1,539 1,946

その他 858 947

貸倒引当金 △83 △168

投資その他の資産合計 2,762 3,423

固定資産合計 13,513 19,974

資産合計 27,667 31,936
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,676 2,569

短期借入金 ※2  433 ※2  625

1年内返済予定の長期借入金 ※2  1,331 ※2  1,555

リース債務 － 108

未払費用 840 1,344

未払法人税等 463 250

未払消費税等 190 135

預り金 238 201

賞与引当金 384 418

その他 808 529

流動負債合計 8,367 7,738

固定負債   

長期借入金 ※2  1,448 ※2  6,957

リース債務 － 602

繰延税金負債 86 86

再評価に係る繰延税金負債 ※3  1,279 ※3  1,279

退職給付引当金 4,019 3,620

役員退職慰労引当金 221 267

その他 0 41

固定負債合計 7,056 12,855

負債合計 15,424 20,593

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,390 3,390

資本剰余金 3,204 3,204

利益剰余金 6,593 5,790

自己株式 △132 △152

株主資本合計 13,056 12,232

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20 △6

土地再評価差額金 ※3  △904 ※3  △904

評価・換算差額等合計 △884 △911

少数株主持分 71 21

純資産合計 12,243 11,342

負債純資産合計 27,667 31,936
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 55,910 51,599

売上原価 49,745 46,740

売上総利益 6,164 4,858

販売費及び一般管理費 ※1  4,747 ※1  5,390

営業利益又は営業損失（△） 1,416 △532

営業外収益   

受取利息 30 20

受取配当金 5 5

受取手数料 112 81

保険収入 16 －

還付消費税等 － 30

たな卸資産売却益 － 25

その他 44 83

営業外収益合計 210 248

営業外費用   

支払利息 68 119

支払手数料 － 23

その他 31 29

営業外費用合計 99 172

経常利益又は経常損失（△） 1,527 △457

特別利益   

固定資産売却益 ※2  81 ※2  19

移転補償金収入 18 －

特別利益合計 99 19

特別損失   

固定資産売却損 ※3  26 ※3  23

固定資産除却損 ※4  12 ※4  47

減損損失 ※5  38 ※5  91

リース解約損 － 46

子会社無事故功労金制度改訂に伴う損失 － 81

その他 － 60

特別損失合計 77 351

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,549 △789

法人税、住民税及び事業税 544 337

法人税等調整額 243 △362

法人税等合計 788 △24

少数株主損失（△） △26 △49

当期純利益又は当期純損失（△） 787 △715
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,390 3,390

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,390 3,390

資本剰余金   

前期末残高 3,204 3,204

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 3,204 3,204

利益剰余金   

前期末残高 5,808 6,593

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

当期純利益又は当期純損失（△） 787 △715

土地再評価差額金の取崩 135 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △0

当期変動額合計 784 △802

当期末残高 6,593 5,790

自己株式   

前期末残高 △132 △132

当期変動額   

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 △20

当期末残高 △132 △152

株主資本合計   

前期末残高 12,271 13,056

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

当期純利益又は当期純損失（△） 787 △715

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 135 －

当期変動額合計 784 △823

当期末残高 13,056 12,232
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 67 20

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △46 △27

当期変動額合計 △46 △27

当期末残高 20 △6

土地再評価差額金   

前期末残高 △769 △904

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △135 －

当期変動額合計 △135 －

当期末残高 △904 △904

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △702 △884

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △182 △27

当期変動額合計 △182 △27

当期末残高 △884 △911

少数株主持分   

前期末残高 23 71

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47 △49

当期変動額合計 47 △49

当期末残高 71 21

純資産合計   

前期末残高 11,593 12,243

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

当期純利益又は当期純損失（△） 787 △715

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 135 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △134 △77

当期変動額合計 650 △901

当期末残高 12,243 11,342
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△） 1,549 △789

減価償却費 654 734

のれん償却額 33 199

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 83

賞与引当金の増減額（△は減少） 261 7

退職給付引当金の増減額（△は減少） △878 △402

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 49 43

受取利息及び受取配当金 △36 △25

支払利息 68 119

投資有価証券評価損益（△は益） － 6

固定資産除売却損益（△は益） △41 51

減損損失 38 91

売上債権の増減額（△は増加） △116 1,621

たな卸資産の増減額（△は増加） 18 68

その他の流動資産の増減額（△は増加） △281 414

仕入債務の増減額（△は減少） 5 △1,139

その他の流動負債の増減額（△は減少） 356 △348

未払消費税等の増減額（△は減少） 82 △227

その他 △2 31

小計 1,809 541

利息及び配当金の受取額 30 24

利息の支払額 △70 △112

法人税等の支払額 △302 △738

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,466 △285

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △35 △24

定期預金の払戻による収入 － 75

有価証券の取得による支出 △1,795 △197

有価証券の償還による収入 2,600 －

有形固定資産の取得による支出 △102 △2,513

有形固定資産の売却による収入 422 75

無形固定資産の取得による支出 △47 △66

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

貸付けによる支出 △149 △310

貸付金の回収による収入 70 185

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 － ※2  △2,097

その他 △179 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー 781 △4,935
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,525 2,891

短期借入金の返済による支出 △1,490 △2,699

長期借入れによる収入 120 5,761

長期借入金の返済による支出 △1,387 △1,485

少数株主への株式発行による収入 74 －

自己株式の取得による支出 － △20

自己株式の売却による収入 0 0

リース債務の返済による支出 － △66

配当金の支払額 △137 △88

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,296 4,292

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 952 △928

現金及び現金同等物の期首残高 4,971 5,923

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  5,923 ※1  4,994
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 6 社 

連結子会社の名称 

株式会社ゼロ・トランズ 

株式会社ゼロ九州 

苅田港海陸運送株式会社 

株式会社ティービーエム 

株式会社九倉 

株式会社フルキャストドライブ

(1）連結子会社の数 9 社 

連結子会社の名称 

株式会社ゼロ・トランズ 

株式会社ゼロ九州 

苅田港海陸運送株式会社 

株式会社ティービーエム 

株式会社九倉 

株式会社フルキャストドライブ

株式会社ドライバースタッフ 

株式会社ジャパン・リリーフ 

株式会社日産静岡ワークネット

上記のうち、株式会社ドライバー

スタッフ、株式会社ジャパン・リリ

ーフ及び株式会社日産静岡ワークネ

ットについては、当連結会計年度に

おいて新たに株式を取得したため連

結の範囲に含めております。なお、

３社ともみなし取得日を平成20年12

月31日としております。 

  (2）非連結子会社 

 非連結子会社は連結子会社苅田港

海陸運送株式会社の子会社の東洋物

産株式会社１社であります。東洋物

産株式会社につきましては、総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等はいずれも連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、重

要性が乏しいため連結の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）非連結子会社 

非連結子会社は連結子会社苅田港

海陸運送株式会社の子会社の東洋物

産株式会社及び株式会社ドライバース

タッフの子会社の株式会社ナフシステ

ムの２社であります。当該２社につきま

しては、総資産、売上高、当期純損失

(持分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等はいずれも連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、重要性が乏しいため連結の適用

範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の会社はありません。 (1）    同  左 

(2）持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社 

東洋物産株式会社、宇都宮ターミ

ナル運輸株式会社及び陸友物流有限

公司は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても

重要性が乏しいため持分法の適用範

囲から除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社 

東洋物産株式会社、株式会社ナフ

システム、宇都宮ターミナル運輸株

式会社及び陸友物流有限公司は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が乏

しいため持分法の適用範囲から除外

しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する

事項 

連結子会社のうち、苅田港海陸運

送株式会社、株式会社ティービーエ

ムならびに株式会社九倉は3月31日

を事業年度の末日としております。

なお、連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整

を行っています。 

株式会社ゼロ・トランズ、株式会

社ゼロ九州及び株式会社フルキャス

トドライブの事業年度の末日は連結

決算日と一致しております。 

連結子会社のうち、苅田港海陸運

送株式会社、株式会社ティービーエ

ム、株式会社九倉ならびに株式会社

日産静岡ワークネットは3月31日を

事業年度の末日としております。な

お、連結財務諸表の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行

っています。 

株式会社ゼロ・トランズ、株式会

社ゼロ九州、株式会社フルキャスト

ドライブ、株式会社ドライバースタ

ッフ及び株式会社ジャパン・リリー

フの事業年度の末日は連結決算日と

一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

ａ．有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

ａ．有価証券 

満期保有目的の債券 

同  左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同  左 

  ｂ．たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｂ．たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定) 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日公

表分）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽

微であります。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

ａ．有形固定資産 

定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）について

は定額法によっております。 

ａ．有形固定資産(リース資産を除く)

 同  左 

  (追加情報) 

法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。 

－ 

  ｂ．無形固定資産 

定額法によっております。自社利

用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

ｂ．無形固定資産(リース資産を除く)

同  左   

  － ｃ．リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零（残価保証の取り決めがあ

る場合は、残価保証額）とする定額

法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ａ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

ａ．貸倒引当金 

同  左 

  ｂ．賞与引当金 

当社及び連結子会社は従業員の賞

与支給に備えるため、当連結会計年

度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

ｂ．賞与引当金 

同  左 

   (追加情報） 

当連結会計年度において、当社の

賃金規程を改定し、一般従業員につ

いて、従来の年俸制から給与の一部

を賞与として支払うこととなったた

め、新たに賞与引当金を計上してお

ります。 

－ 

  ｃ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

主として当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間の年数（13

年）による定額法により費用処理し

ております。 

尚、数理計算上の差異は、発生の

翌連結会計年度に一括して費用処理

しております。 

ｃ．退職給付引当金 

同  左 

  ｄ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

ｄ．役員退職慰労引当金 

同  左 

(4）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

－ 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 ａ．ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

ａ．ヘッジ会計の方法 

同  左 

  ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥金利スワップ取引 

ヘッジ対象‥借入金の利息 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥同  左 

ヘッジ対象‥同  左 

  ｃ．ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。 

ｃ．ヘッジ方針 

同  左 

  ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため有効性の判定を省

略しております。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(6）消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 同  左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価

に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。 

同  左 

６．のれんの償却に関する事項 のれんの償却につきましては、主

として５年間で均等償却を行ってお

ります。 

のれんの償却につきましては、そ

の効果が発現すると見積もられる期

間（５年間から10年間）にわたり、

均等償却を行っております。ただ

し、金額が僅少であり重要性が乏し

い場合は、発生時に一括償却してお

ります。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同  左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

－ （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
 （自 平成19年7月1日 
   至 平成20年6月30日）  

当連結会計年度 
 （自 平成20年7月1日 
   至 平成21年6月30日）  

－ （連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「貯蔵品」に区分掲記しております。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資産

賃貸料収入」（当連結会計年度は11百万円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため営業外収益の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「保険収

入」（当連結会計年度は7百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため営業外収益の「その他」に

含めて表示することにしました。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成21年６月30日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 百万円104

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 百万円107

※２ 担保に供している資産 

上記に対応する債務 

定期預金 百万円25

建物及び構築物 百万円112

土地 百万円1,501

計 百万円1,638

短期借入金 百万円133

１年内返済予定の長期借入金 百万円163

長期借入金 百万円354

計 百万円652

※２ 担保に供している資産 

括弧内は内書で仮登記であります。  

上記に対応する債務 

定期預金 百万円25

建物及び構築物 百万円104

土地 百万円3,346 （ 百万円）1,845

計 百万円3,476

短期借入金 百万円225

１年内返済予定の長期借入金 百万円328

長期借入金 百万円2,831

計 百万円3,385

※３ 土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第３号及び第４号に

従い算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結

会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

百万円△2,186

※３ 土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第３号及び第４号に

従い算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結

会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

百万円△2,098

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 百万円3,000

借入実行残高 － 百万円

差引残高 百万円3,000

 ４ コミットメントライン及び財務制限条項 

(1) 運転資金に係る貸出コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 百万円3,000

借入実行残高     － 百万円

差引残高 百万円3,000
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前連結会計年度 
（平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成21年６月30日） 

  平成20年11月７日締結の貸出コミットメントライ

ン契約に下記の財務制限条項が付されております。

①本契約締結日以降の各事業年度における単体及び

連結の決算（第２四半期を含む）において、貸借

対照表及び連結貸借対照表の純資産の部の金額

が、平成20年６月期決算における純資産の部の金

額の80％以上に維持すること。 

②損益計算書及び連結損益計算書における経常損益

の額を黒字に維持すること。 

なお、当連結会計年度末において上記財務制限

条項に抵触しておりますが、取引金融機関より期

限の利益喪失請求の通知を猶予する旨の通知を受

けております。 

（2） 設備資金に係るコミットメント期間付タームロー

ン契約 

当社は、川崎複合物流センター建設資金の効率的

な調達を行うため取引銀行１行とコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。これら

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

平成20年12月15日締結のコミットメント期間付タ

ームローン契約に下記の財務制限条項が付されてお

ります。 

①各事業年度における年次決算において、損益計算

書における経常損益を２期連続赤字とならないよ

うに維持すること。 

②各事業年度における決算期末の時点での貸借対照

表の純資産の部の合計金額を平成20年６月30日決

算期における純資産の部の80％または直前の決算

期末における貸借対照表の純資産の部の80％のう

ちいずれか高い方の数値以上に維持すること。 

コミットメント期間付ターム 

ローンの総額  
百万円3,600

借入実行残高 百万円2,600

差引残高 百万円1,000

５ 偶発債務 

(1) 従業員の自家用車購入資金の借入金に対して次

のとおり保証を行っております。 

(2) 金融機関からの関連会社への借入金に対して次

のとおり保証を行っております。 

(3) 金融機関が取引先に対して行っている支払承諾

に対して次のとおり保証を行っております。 

  百万円0

陸友物流有限公司 百万円77

  百万円15

５ 偶発債務 

(1) 金融機関からの関連会社への借入金に対して次

のとおり保証を行っております。 

(2) 金融機関が取引先に対して行っている支払承諾

に対して次のとおり保証を行っております。 

陸友物流有限公司 百万円108

取引先２社 百万円35
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料・手当 百万円2,329

賞与  66

賞与引当金繰入額  63

退職給付費用  △6

役員退職慰労引当金繰入額  55

福利厚生費  421

情報処理費  439

貸倒引当金繰入額  74

減価償却費  38

給料・手当 百万円2,386

賞与  80

賞与引当金繰入額  56

退職給付費用  140

役員退職慰労引当金繰入額  50

福利厚生費  478

情報処理費  427

貸倒引当金繰入額  116

減価償却費  58

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 百万円9

土地 百万円71

機械装置及び運搬具 百万円19

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 百万円26

機械装置及び運搬具 百万円0

機械装置及び運搬具 百万円23

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 百万円10

機械装置及び運搬具 百万円0

工具、器具及び備品  百万円1

その他(無形固定資産)  百万円0

建物及び構築物 百万円32

機械装置及び運搬具 百万円0

工具、器具及び備品  百万円3

リース資産(無形固定資産) 百万円3

その他(無形固定資産)  百万円1
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前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。 

※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 金額 

遊休資産 土地、建物等 栃木県下野市 百万円11

遊休資産 電話加入権 神奈川県川崎市 百万円10

遊休資産 土地 福岡県京都郡 百万円17

用途 種類 場所 金額 

事業用 
資産 

建物等 埼玉県朝霞市 
(㈱ティービーエム) 

百万円46

処分予定
資産 

建物等 
神奈川県座間市 
(㈱ゼロ 
座間ＰＤＩセンター)

百万円45

減損を認識した遊休資産については、個別にグル

ーピングの単位としております。 

当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては管理会計単位を基準としてグルーピングを行っ

ており、遊休資産及び処分予定資産については個別

資産ごとにグルーピングを行っております。 

上記遊休資産の帳簿価額を、回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。その内訳は、次のとおりでありま

す。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、土地については固定資産税評価額に基づ

き、建物等及び電話加入権については処分見込価額

に基づき評価しております。 

土地 百万円 23

建物及び構築物 百万円 4

工具、器具及び備品  百万円 0

無形固定資産(その他)  百万円 10

㈱ティービーエムについては、充分な営業利益が

獲得できず、かつ将来キャッシュ・フローの見積り

から減損を測定した結果、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

また、座間ＰＤＩセンターについては、平成21年

12月までの撤退を決議したため、減損を測定した結

果、帳簿価額全額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。 

これらの内訳は、次のとおりであります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、処分見込価額に基づき評価しておりま

す。 

建物及び構築物 百万円 17

機械装置及び運搬具  百万円 19

工具、器具及び備品  百万円 1

リース資産  百万円 43

その他  百万円 10
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前連結会計年度（自 平成19年７月1日 至 平成20年６月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による82株であります。 

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
  

前連結会計年度末 
株式数 (株) 

当連結会計年度 
増加株式数 (株) 

当連結会計年度 
減少株式数 (株) 

当連結会計年度末 
株式数 (株) 

発行済株式 

普通株式  17,560,242  －  －  17,560,242

合計  17,560,242  －  －  17,560,242

自己株式   

普通株式(注)  324,131  －  82  324,049

合計  324,131  －  82  324,049

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年９月25日 

定時株主総会 
普通株式  68  4.00 平成19年６月30日 平成19年９月26日 

 平成20年２月14日 

取締役会 
普通株式  68  4.00 平成19年12月31日  平成20年３月17日 

決議 株式の種類 
 配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成20年９月25日 

定時株主総会 
普通株式  87 利益剰余金  5.10 平成20年6月30日 平成20年9月26日 
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当連結会計年度（自 平成20年７月1日 至 平成21年６月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） １．普通株式の自己株式数の増加は、平成21年２月19日開催の取締役会決議に基づく自己株式の市場買付による

15,800株、平成21年３月23日開催の取締役会決議に基づく自己株式立会外買付取引による127,600株、及び

単元未満株式の買取請求による158株であります。 

２．普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による56株であります。 

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  
  

前連結会計年度末 
株式数 (株) 

当連結会計年度 
増加株式数 (株) 

当連結会計年度 
減少株式数 (株) 

当連結会計年度末 
株式数 (株) 

発行済株式 

普通株式  17,560,242 － －  17,560,242

合計  17,560,242 － －  17,560,242

自己株式   

普通株式(注)１、２  324,049  143,558  56  467,551

合計  324,049  143,558  56  467,551

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

 平成20年９月25日 

定時株主総会 
普通株式  87  5.10 平成20年６月30日 平成20年９月26日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 百万円5,205

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 百万円△278

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
百万円996

現金及び現金同等物 百万円5,923

現金及び預金勘定 百万円5,222

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 百万円△227

現金及び現金同等物 百万円4,994

※２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内容 

株式の取得により新たに株式会社ドライバースタッ

フ、株式会社ジャパン・リリーフ及び株式会社日産静

岡ワークネットを連結したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のため

の支出との関係は次のとおりであります。 

流動資産 百万円1,442

固定資産 百万円467

のれん 百万円3,290

流動負債 百万円△1,148

固定負債 百万円△1,178

新規連結子会社株式の取得価額 百万円2,872

新規連結子会社の現金及び現金同等物 百万円△774

連結範囲の変更を伴う 

子会社株式の取得による支出  
百万円2,097
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

Ⅰ．借主側 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

  の以外のファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引  

①リース資産の内容 

(ア)有形固定資産 

主として車両輸送関連事業における営業車両であ

ります。 

(イ)無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

②リース資産の減価償却の方法 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (２) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、適用初年度開始前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物  3  2  1

機械装置及び
運搬具 

 5,191  2,545  2,646

工具、器具及
び備品 

 442  196  246

ソフトウエア  150  109  40

合計  5,788  2,854  2,934

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 
（百万円）

減価償却

累計額相

当額 
（百万円） 

減損損失

累計額相

当額 
（百万円） 

期末残高

相当額 
（百万円）

建物  528  64  －  464

機械装置及び

運搬具  3,184  1,671  39  1,474

工具、器具及

び備品  421  251  －  169

ソフトウエア  126  114  －  12

合計  4,261  2,101  39  2,120

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円1,174

１年超 百万円1,786

合計 百万円2,960

(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高  

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円776

１年超 百万円1,471

合計 百万円2,248

リース資産減損勘定期末残高 百万円39

(3）支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 百万円961

減価償却費相当額 百万円846

支払利息相当額 百万円67

(3）支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 百万円910

減価償却費相当額 百万円700

支払利息相当額 百万円60

減損損失 百万円39
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前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額と取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。      

１年内 百万円287

１年超 百万円522

合計 百万円809

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

１年内 百万円289

１年超 百万円580

合計 百万円870

Ⅱ．貸主側  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円260

１年超 百万円175

合計 百万円436

１．ファイナンス・リース取引（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円157

１年超 百万円83

合計 百万円241

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（注） 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件

で第三者にリースしているのでほぼ同額の残高が上

記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含ま

れております。 

１年内 百万円8

１年超 百万円－

合計 百万円8

２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

（注）         同左 

１年内 百万円160

１年超 百万円83

合計 百万円243
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前連結会計年度（平成20年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注） 減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損 

処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた  

額について減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  996  998  1

小計  996  998  1

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  996  998  1

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  78  122  43

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他                  

小計  78  122  43

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  11  7  △4

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  11  7  △4

合計  90  129  39

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式  125
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等  －  －  －  －

(2）社債  －  －  －  －

(3）その他  996  －  －  －

２．その他  －  －  －  －

合計  996  －  －  －
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当連結会計年度（平成21年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について６百万円減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  199  199  0

(3）その他  －  －  －

小計  199  199  0

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  199  199  199

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  7  9  2

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  7  9  2

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  77  67  △9

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  20  19  △0

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  97  87  △9

合計  104  96  △7

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券  68

(2）その他有価証券   

非上場株式  170
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等  －  －  －  －

(2）社債  199  －  －  68

(3）その他  －  －  －  －

２．その他  －  －  －  －

合計  199  －  －  68
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 当社は、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の

資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってお

ります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的等 

同  左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥金利スワップ取引 

ヘッジ対象‥借入金の利息 

  

  

  

ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。 

  

  

ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため

有効性の判定を省略しております。 

  

  

(2）取引に対する取組方針 

 金利関連のデリバティブ取引について、現在、変動

金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を

利用しているのみであり、投機目的の取引は行わない

方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同  左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 金利関連における金利スワップ取引においては、市

場金利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国

内の銀行であり、相手先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクはほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同  左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(4）取引に係るリスク管理体制 

同  左 

２．取引の時価等に関する事項 

（平成20年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッ

ジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いて

おります。 

２．取引の時価等に関する事項 

（平成21年６月30日現在） 

同  左 
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度、退職一時金制度を設けておりま

す。連結子会社におきましては、確定給付型の制度として、株式会社ゼロ・トランズ及び株式会社日産静岡ワ

ークネットは適格退職年金制度、退職一時金制度を苅田港海陸運送株式会社及び株式会社九倉は退職一時金制

度を設けております。また、苅田港海陸運送株式会社、株式会社九倉及び株式会社ティービーエムにおきまし

ては中小企業退職金共済制度に、株式会社ゼロ九州におきましては総合設立型の厚生年金基金制度及び中小企

業退職金共済制度に加入しております。株式会社フルキャストドライブ、株式会社ドライバースタッフ及び株

式会社ジャパン・リリーフにつきましては、退職金制度は設けておりません。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在） 

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平成21年５月31日現在） 

1.95％ 

（3）補足説明 

 上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高△775百万円、繰越不足金△309百

万円及び資産評価調整加算額△2,365百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11

年の元利均等償却であります。 

２．退職給付債務に関する事項  

３．退職給付費用に関する事項 

（退職給付関係）

年金資産の額 百万円15,431

年金財政計算上の給付債務の額 百万円18,882

差引額 百万円△3,450

  
前連結会計年度 

（平成20年6月30日） 
当連結会計年度 

（平成21年6月30日）

（１）退職給付債務（百万円）  △4,978  △4,856

（２）年金資産（百万円）  1,344  1,458

（３）未積立退職給付債務（1）＋（2）（百万円）  △3,633  △3,397

（４）未認識数理計算上の差異（百万円）  170  251

（５）未認識過去勤務債務（百万円）  △528  △474

（６）連結貸借対照表計上額純額（3）＋（4）＋（5）（百万円）  △3,991  △3,620

（７）前払年金費用（百万円）  27  －

（８）退職給付引当金（6）－（7）（百万円）  △4,019  △3,620

  
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日）

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日）

（１）勤務費用（百万円）  222  264

（２）利息費用（百万円）  120  115

（３）期待運用収益（減算）（百万円）  △22  △24

（４）過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △53  △53

（５）数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  △348  170

（６）退職給付費用（百万円）  △81  471
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成20年６月30日現在） 
当連結会計年度 

（平成21年６月30日現在） 

（１）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左 

（２）割引率 2.5 ％ 1.5％～2.5％ 

（３）期待運用収益率 2.0 ％ 同 左 

（４）過去勤務債務の額の処理年数 

  

  

13年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数に

よる定額法） 

同 左 

  

  

（５）数理計算上の差異の処理年数 翌期に一括費用処理 同 左 
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 前連結会計年度（自 平成19年７月１日  至 平成20年６月30日） 

   （1）ストック・オプションの内容 

  （注）当社は、平成18年５月31日を基準日として株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。ストッ

ク・オプション数は当該株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  

   （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     ①ストック・オプションの数 

 ②単価情報 

  

（ストック・オプション等関係）

  
平成15年  

 ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    2人 

当社監査役    1人 

当社執行役員   5人 

当社従業員    13人 

ストック・オプションの数（注）  普通株式 1,080,000株 

付与日  平成15年７月７日 

権利確定条件 
 付与日（平成15年7月7日）以降権利行使が可能となる日

（平成17年６月24日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間  特段の定め無し。  

権利行使期間  平成17年６月24日から平成25年６月22日まで。 

  
 平成15年 

 ストック・オプション 

権利確定前      （株）      

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）      

前連結会計年度末  647,700

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  647,700

  
平成15年  

 ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  317

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円） － 
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 当連結会計年度（自 平成20年７月１日  至 平成21年６月30日） 

   （1）ストック・オプションの内容 

  （注）当社は、平成18年５月31日を基準日として株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。ストッ

ク・オプション数は当該株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  

   （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     ①ストック・オプションの数 

 ②単価情報 

  
平成15年  

 ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    2人 

当社監査役    1人 

当社執行役員   5人 

当社従業員    13人 

ストック・オプションの数（注）  普通株式 1,080,000株 

付与日  平成15年７月７日 

権利確定条件 
 付与日（平成15年7月7日）以降権利行使が可能となる日

（平成17年６月24日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間  特段の定め無し。  

権利行使期間  平成17年６月24日から平成25年６月22日まで。 

  
 平成15年 

 ストック・オプション 

権利確定前      （株）      

前連結会計年度末   

付与 －  

失効 －  

権利確定 －  

未確定残 －  

権利確定後      （株）      

前連結会計年度末  647,700

権利確定  －

権利行使  －

失効  16,500

未行使残  631,200

  
平成15年  

 ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  317

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円）  － 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：百万円） （単位：百万円）

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与引当金 171

貸倒引当金 4

未払事業税 37

その他 1

繰延税金資産小計 215

評価性引当額 △10

 繰延税金資産合計 205

繰延税金負債  

連結内部消去 0

繰延税金資産（流動）の純額 204

繰延税金資産  

賞与引当金 189

貸倒引当金 6

未払事業税 24

その他 16

繰延税金資産小計 237

評価性引当額 △27

 繰延税金資産合計 210

繰延税金負債  

連結内部消去 0

繰延税金資産（流動）の純額 209

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,612

役員退職慰労引当金 89

投資有価証券評価損 322

減価償却費 91

その他 211

繰延税金資産小計  2,327

評価性引当額  △189

繰延税金資産合計  2,138

繰延税金負債  

 固定資産圧縮特別勘定積立金 543

その他有価証券評価差額金 15

その他 125

繰延税金負債合計 685

繰延税金資産（固定）の純額 1,452

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,454

役員退職慰労引当金 108

投資有価証券評価損 327

減価償却費 73

繰越欠損金 631

その他 232

繰延税金資産小計  2,827

評価性引当額  △309

繰延税金資産合計  2,517

繰延税金負債  

 固定資産圧縮特別勘定積立金 543

その他有価証券評価差額金 0

その他 114

繰延税金負債合計 658

繰延税金資産（固定）の純額 1,859

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。  

（単位：％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.8

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.1

住民税均等割 4.0

評価性引当額 4.3

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.9
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（企業結合等関係）

当連結会計年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

パーチェス法の適用 

１．株式会社ドライバースタッフ  

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並び

に取得した議決権比率 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

② 企業結合を行った主な理由 

当社グループの戦略に欠かせない、ドライバーの「安定的な確保・供給」、「弾力的運用」の一層の推

進を図り、かつ、インフラやノウハウの共有により相乗効果が期待できるため。 

③ 企業結合日 

平成20年10月15日 

④ 企業結合の法的形式並びに取得した議決権比率 

㈱ドライバースタッフの株式取得 議決権比率100％  

（2）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成21年１月１日から平成21年６月30日まで 

（3）被取得企業の取得原価及びその内訳  

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額  

3,288百万円 

② 発生原因 

主として㈱ジャパン・リリーフの安定した営業基盤によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間 

10年間で均等償却 

（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（6）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額 

（概算額の算定方法） 

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。 

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 ㈱ドライバースタッフ及びその子会社である㈱ジャパン・リリーフ  

事業の内容 ㈱ドライバースタッフ 

㈱ジャパン・リリーフ 

㈱ジャパン・リリーフの持株会社（議決権比率100％） 

自家用自動車運行管理業 

取得の対価 ㈱ドライバースタッフの普通株式 百万円 2,800

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 百万円 20

取得原価   百万円 2,820

流動資産 百万円1,321

固定資産 百万円460

資産合計 百万円1,782

流動負債 百万円1,074

固定負債 百万円1,175

負債合計 百万円2,249

売上高 百万円2,972

営業利益 百万円32

経常利益 百万円90

税金等調整前当期純利益 百万円104

当期純利益 百万円20

１株当たり当期純利益 円1.22
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２．株式会社日産静岡ワークネット 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並び

に取得した議決権比率 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

② 企業結合を行った主な理由 

当社グループの戦略において、車両輸送業界で確固たる地位を築くために端末輸送を強化することは不可欠で

あり、同社がグループに加入することで東海地方の端末輸送網をより一層細かいものとできるため。 

③ 企業結合日 

平成20年11月６日 

④ 企業結合の法的形式並びに取得した議決権比率 

株式取得 議決権比率100％  

（2）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成20年10月１日から平成21年３月31日まで 

（3）被取得企業の取得原価及びその内訳  

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額  

2百万円 

② 償却方法及び償却期間 

金額僅少につき一括償却 

（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（6）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額 

（概算額の算定方法） 

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。 

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 ㈱日産静岡ワークネット 

事業の内容 自動車の運送及び陸送業等 

取得の対価 普通株式 百万円 52

取得原価   百万円 52

流動資産 百万円120

固定資産 百万円7

資産合計 百万円127

流動負債 百万円74

固定負債 百万円3

負債合計 百万円77

売上高 百万円184

営業利益 百万円△3

経常利益 百万円△2

税金等調整前当期純利益 百万円△20

当期純利益 百万円△20

１株当たり当期純利益 円△1.17
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前連結会計年度（自平成19年７月１日 至平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、種類・性質・市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,530百万円は、当社管理部門に係る費用

であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,184百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券等）、繰延税金資産及び管理部門に係る資

産等であります。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
車両輸送関
連事業 
（百万円） 

カーセレク
ション事業 
（百万円） 

一般貨物輸
送事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  48,945  903  6,060  55,910  －  55,910

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  48,945  903  6,060  55,910  －  55,910

営業費用  46,323  637  6,001  52,962  1,530  54,493

営業利益  2,622  266  59  2,947  △1,530  1,416

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産  16,041  261  2,179  18,482  9,184  27,667

減価償却費  573  20  60  654  －  654

減損損失  38  －  －  38  －  38

資本的支出  144  10  7  163  －  163

事業区分 事業内容 

車両輸送関連事業 自動車の輸送、整備、ドライバーの派遣 

カーセレクション事業 中古車オークション 

一般貨物輸送事業 一般消費材輸送、家電輸送、石炭・鉱滓等の荷役 
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当連結会計年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、種類・性質・市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,534百万円は、当社管理部門に係る費用

であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,035百万円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券等）、繰延税金資産、現時点でセグメン

ト別の配分が困難な建設仮勘定及び管理部門に係る資産等であります。 

５．資本的支出及び減価償却費には、のれんとその償却額が含まれております。 

  
車両輸送関
連事業 
（百万円） 

カーセレク
ション事業 
（百万円） 

一般貨物輸
送事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  44,415  811  6,371  51,599 －  51,599

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － 

計  44,515  811  6,371  51,599 －  51,599

営業費用  43,595  599  6,401  50,596  1,534  52,131

営業利益又は営業損失(△)  820  212  △30  1,002  △1,534  △532

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産  18,656  107  2,136  20,900  11,035  31,936

減価償却費  844  20  69  934 －  934

減損損失  91 － －  91 －  91

資本的支出  4,362  5  64  4,433  2,182  6,615

事業区分 事業内容 

車両輸送関連事業 自動車の輸送、整備、ドライバーの派遣、自家用自動車運行管理 

カーセレクション事業 中古車オークション 

一般貨物輸送事業 一般消費材輸送、家電輸送、石炭・鉱滓等の荷役 
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【関連当事者情報】  

前連結会計年度（自平成19年７月１日 至平成20年６月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

該当事項はありません。  

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年７月１日 至平成20年６月30日） 

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。 

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年７月１日 至平成20年６月30日） 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年7月１日 
至 平成20年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年7月１日 

至 平成21年6月30日） 

１株当たり純資産額 円706.21

１株当たり当期純利益金額 円45.67

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

円45.28

１株当たり純資産額     円662.34

１株当たり当期純損失金額(△)    円△41.58

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

純資産の部の合計額（百万円）  12,243  11,342

純資産の部の合計額から控除する金額     

少数株主持分（百万円）  71  21

普通株式に係わる期末の純資産額（百万円）  12,172  11,321

期末の普通株式の数（千株）  17,236  17,092

  
前連結会計年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額  
    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  787  △715

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
 787  △715

普通株式の期中平均株式数（千株）  17,236  17,197

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  149  －

（うち新株予約権） （149）  （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

該当する潜在株式はありません。 該当する潜在株式はありません。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年7月１日 
至 平成20年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年7月１日 

至 平成21年6月30日） 

（重要な設備投資） 

 当社は平成20年８月８日開催の取締役会において、川

崎市川崎区東扇島にある当社所有の川崎物流センターの

用地活用のため、車両輸送の物流基地機能に加え食品等

の一般貨物を取り扱う冷凍冷蔵倉庫を組み合わせた複合

物流センターを建設することを、決議いたしました。 

 同センター建設の着工は、本年12月、竣工は平成21年

９月を予定しており、総投資額は35億円を見込んでおり

ます。 

①名称：  ゼロ 川崎複合物流センター（仮称） 

②所在地： 神奈川県川崎市川崎区東扇島22番8号 

③敷地面積：13,665㎡  ＝ 4,134坪 

④建築面積： 7,350㎡  ＝ 2,223坪 

⑤延床面積：18,807㎡  ＝ 5,689坪 

⑥建屋仕様：プレキャストコンクリート造 

一部鉄骨造・地上４階建て  

－ 
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 該当事項はありません。 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  433  625  1.4 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  1,331  1,555  1.5 － 

１年以内に返済予定のリース債務  －  108  －  －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  1,448  6,957  1.5 平成22年～36年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  602  － 平成22年～26年

その他有利子負債  －  －  － － 

計  3,214  9,848 － － 

  
１年超２年以内 

（百万円） 
２年超３年以内 

（百万円） 
３年超４年以内 

（百万円） 
４年超５年以内 

（百万円） 

長期借入金  1,396  1,273  845  1,180

リース債務  114  113  120  254
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当連結会計年度における四半期情報 

（２）【その他】

    

第１四半期 

自平成20年７月１日 

至平成20年９月30日 

第２四半期 

自平成20年10月１日 

至平成20年12月31日 

売上高 （百万円）  13,440  12,326

税金等調整前四半期純利益金額 

又は税金等調整前四半期純損失金額（△） 
（百万円）  40  △377

四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） 
（百万円）  2  △257

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額（△) 
（円）  0.14  △14.94

    

第３四半期 

自平成21年１月１日 

至平成21年３月31日 

第４四半期 

自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日 

売上高 （百万円）  13,616  12,215

税金等調整前四半期純利益金額 

又は税金等調整前四半期純損失金額（△) 
（百万円）  34  △487

四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△) 
（百万円）  △52  △407

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額（△) 
（円）  △3.03  △23.85
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,090 3,319

受取手形 ※3  145 ※3  122

売掛金 ※3  5,382 ※3  4,047

有価証券 996 199

貯蔵品 171 102

前払費用 249 215

繰延税金資産 158 151

短期貸付金 ※3  129 ※3  45

未収入金 ※3  852 ※3  614

その他 12 12

貸倒引当金 △28 △23

流動資産合計 12,160 8,809

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,645 1,579

減価償却累計額 △1,310 △1,299

建物（純額） 334 280

構築物 711 677

減価償却累計額 △570 △561

構築物（純額） 141 115

機械及び装置 1,026 1,009

減価償却累計額 △921 △941

機械及び装置（純額） 105 68

車両運搬具 46 96

減価償却累計額 △30 △53

車両運搬具（純額） 16 43

工具、器具及び備品 324 327

減価償却累計額 △253 △270

工具、器具及び備品（純額） 70 57

土地 ※2  6,892 ※1, ※2  6,892

リース資産 － 595

減価償却累計額 － △59

リース資産（純額） － 536

建設仮勘定 － 2,182

有形固定資産合計 7,561 10,176

無形固定資産   

ソフトウエア 863 545

ソフトウエア仮勘定 31 －

リース資産 － 18

その他 19 17

無形固定資産合計 913 580
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 225 183

関係会社株式 1,184 4,027

長期貸付金 62 245

従業員に対する長期貸付金（純額） 22 7

関係会社長期貸付金 48 38

長期前払費用 41 34

繰延税金資産 1,460 1,826

保険積立金 84 96

敷金及び保証金 318 320

その他 176 217

貸倒引当金 △66 △182

投資その他の資産合計 3,559 6,814

固定資産合計 12,034 17,571

資産合計 24,194 26,381

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※3  3,549 ※3  2,467

1年内返済予定の長期借入金 1,000 ※1  900

リース債務 － 90

未払金 773 479

未払費用 ※3  574 ※3  571

未払法人税等 351 57

未払消費税等 126 24

預り金 189 137

前受収益 11 12

賞与引当金 278 298

流動負債合計 6,854 5,039

固定負債   

長期借入金 930 ※1  5,530

リース債務 － 515

再評価に係る繰延税金負債 ※2  1,279 ※2  1,279

退職給付引当金 3,758 3,334

役員退職慰労引当金 186 218

その他 0 3

固定負債合計 6,154 10,882

負債合計 13,009 15,921
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,390 3,390

資本剰余金   

資本準備金 3,204 3,204

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 3,204 3,204

利益剰余金   

利益準備金 179 179

その他利益剰余金   

事故損失準備金 123 123

固定資産圧縮特別勘定積立金 803 803

別途積立金 3,267 3,267

繰越利益剰余金 1,126 442

利益剰余金合計 5,499 4,815

自己株式 △132 △152

株主資本合計 11,963 11,258

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 21 0

土地再評価差額金 ※2  △799 ※2  △799

評価・換算差額等合計 △777 △799

純資産合計 11,185 10,459

負債純資産合計 24,194 26,381

- 76 -



②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 50,306 42,926

売上原価   

人件費   

給料及び手当 4,985 4,463

賞与 255 247

賞与引当金繰入額 231 259

退職給付費用 △82 214

福利厚生費 1,008 1,018

経費   

燃料費 1,272 989

外注費 29,591 25,782

賃借料 2,643 2,728

減価償却費 85 174

その他 5,364 4,069

売上原価合計 45,356 39,948

売上総利益 4,949 2,978

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,960 1,706

賞与 50 57

賞与引当金繰入額 46 38

退職給付費用 △37 132

役員退職慰労引当金繰入額 37 32

福利厚生費 350 358

情報処理費 439 427

貸倒引当金繰入額 63 143

減価償却費 28 35

その他 962 934

販売費及び一般管理費合計 3,901 3,865

営業利益又は営業損失（△） 1,048 △887

営業外収益   

受取利息 8 9

受取配当金 204 164

固定資産賃貸料 13 12

受取手数料 117 82

その他 53 90

営業外収益合計 ※1  397 ※1  359
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業外費用   

支払利息 40 86

貯蔵品処分損 9 －

支払手数料 － 23

その他 16 18

営業外費用合計 66 128

経常利益又は経常損失（△） 1,379 △656

特別利益   

固定資産売却益 ※2  71 －

移転補償金収入 18 －

特別利益合計 90 －

特別損失   

固定資産売却損 ※3  0 ※3  23

固定資産除却損 ※4  12 ※4  45

関係会社株式評価損 － 29

投資有価証券評価損 － 5

減損損失 ※5  21 ※5  45

リース解約損 － 46

下請代金返還金 － 29

特別損失合計 33 226

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,436 △882

法人税、住民税及び事業税 366 57

法人税等調整額 226 △344

法人税等合計 593 △286

当期純利益又は当期純損失（△） 842 △595
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,390 3,390

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,390 3,390

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,204 3,204

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,204 3,204

その他資本剰余金   

前期末残高 － 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 179 179

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 179 179

その他利益剰余金   

事故損失準備金   

前期末残高 123 123

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 123 123

固定資産圧縮特別勘定積立金   

前期末残高 665 803

当期変動額   

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 138 －

当期変動額合計 138 －

当期末残高 803 803
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

別途積立金   

前期末残高 3,267 3,267

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,267 3,267

繰越利益剰余金   

前期末残高 424 1,126

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 △138 －

当期純利益又は当期純損失（△） 842 △595

土地再評価差額金の取崩 135 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △0

当期変動額合計 701 △683

当期末残高 1,126 442

自己株式   

前期末残高 △132 △132

当期変動額   

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 △20

当期末残高 △132 △152

株主資本合計   

前期末残高 11,122 11,963

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

当期純利益又は当期純損失（△） 842 △595

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 135 －

当期変動額合計 840 △704

当期末残高 11,963 11,258
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 54 21

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32 △21

当期変動額合計 △32 △21

当期末残高 21 0

土地再評価差額金   

前期末残高 △663 △799

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △135 －

当期変動額合計 △135 －

当期末残高 △799 △799

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △609 △777

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △168 △21

当期変動額合計 △168 △21

当期末残高 △777 △799

純資産合計   

前期末残高 10,513 11,185

当期変動額   

剰余金の配当 △137 △87

当期純利益又は当期純損失（△） 842 △595

自己株式の取得 － △20

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 135 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △168 △21

当期変動額合計 672 △726

当期末残高 11,185 10,459
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(1）満期保有目的の債券 

同  左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同  左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定

額法によっております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同  左 

  (追加情報) 

法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。 

なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。 

─ 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

但し、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同  左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

  ─ (3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零（残価保証の取り決めがある場

合は、残価保証額）とする定額法によ

っております。 

なお、リース取引開始日が適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当

事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同  左 

   (追加情報) 

当事業年度において、当社の賃金規

程を改定し、一般従業員について、従

来の年俸制から給与の一部を賞与とし

て支払うこととなったため、新たに賞

与引当金を計上しております。  

─ 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間の年数（13年）によ

る定額法により費用処理しております。

なお、数理計算上の差異は、発生の翌

事業年度に一括して費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同  左 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同  左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

－ 
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理を

採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同  左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥金利スワップ取引 

ヘッジ対象‥借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥同 左 

ヘッジ対象‥同 左 

  (3）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同  左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

【会計処理方法の変更】

前事業年度 
 （自 平成19年7月1日 
   至 平成20年6月30日）  

当事業年度 
 （自 平成20年7月1日 
   至 平成21年6月30日）  

－ （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

【表示方法の変更】

前事業年度 
 （自 平成19年7月1日 
   至 平成20年6月30日）  

当事業年度 
 （自 平成20年7月1日 
   至 平成21年6月30日）  

(損益計算書) 

前事業年度まで区分掲記しておりました「保険収入」

（当事業年度は5百万円）は、営業外収益の総額の100分

の10以下となったため営業外収益の「その他」に含めて

表示することにしました。 

   

 ― 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年６月30日） 

当事業年度 
（平成21年６月30日） 

 １．         ─ ※１．担保に供している資産 

括弧内は内書で仮登記であります。 

上記に対応する債務  

土地 百万円1,845 （ 百万円）1,845

１年内返済予定の長期借入金 百万円132

長期借入金 百万円2,468

 計 百万円2,600

※２．土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第４

号に従い算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業

年度末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

百万円△2,091

※２．土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第４

号に従い算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業

年度末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

百万円△2,005

※３．関係会社項目 

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

（流動資産）  

売掛金 百万円19

受取手形     百万円30

未収入金 百万円49

短期貸付金  百万円51

（流動負債）  

買掛金 百万円432

未払費用 百万円21

※３．関係会社項目 

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

（流動資産）  

売掛金 百万円10

受取手形     百万円6

未収入金 百万円23

短期貸付金  百万円10

（流動負債）  

買掛金 百万円357

未払費用 百万円9

 ４．偶発債務 

次の関係会社等について、金融機関からの借入等に

対し債務保証を行っております。 

（保証先） （金額） （内容）

株式会社ゼロ・トランズ 百万円90  リ―ス債務

株式会社ゼロ九州 百万円3 リース債務

陸友物流有限公司 百万円77  借入債務

従業員 百万円0  借入債務

その他取引先 百万円15 支払債務

計 百万円186  

 ４．偶発債務 

次の関係会社等について、金融機関からの借入等に

対し債務保証を行っております。 

（保証先） （金額） （内容）

株式会社ゼロ・トランズ 百万円63  リ―ス債務

株式会社ゼロ九州 百万円2 リース債務

陸友物流有限公司 百万円108  借入債務

株式会社ドライバースタッフ 百万円1,310  借入債務

株式会社九倉 百万円150  借入債務

その他取引先（２社） 百万円35 支払債務

計 百万円1,669  
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前事業年度 
（平成20年６月30日） 

当事業年度 
（平成21年６月30日） 

 ５．貸出コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 百万円3,000

借入実行残高 百万円－

差引残高 百万円3,000

 ５．コミットメントライン及び財務制限条項 

(1) 運転資金に係る貸出コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

平成20年11月７日締結の貸出コミットメントライ

ン契約に下記の財務制限条項が付されております。 

①本契約締結日以降の各事業年度における単体及び

連結の決算（第２四半期を含む）において、貸借

対照表及び連結貸借対照表の純資産の部の金額

が、平成20年６月期決算における純資産の部の金

額の80％以上に維持すること。 

②損益計算書及び連結損益計算書における経常損益

の額を黒字に維持すること。 

なお、当事業年度末において上記財務制限条項に

抵触しておりますが、取引金融機関より期限の利益

喪失請求の通知を猶予する旨の通知を受けておりま

す。  

貸出コミットメントの総額 百万円3,000

借入実行残高 百万円－

差引残高 百万円3,000

  (2) 設備資金に係るコミットメント期間付タームローン

契約 

当社は、川崎複合物流センター建設資金の効率的

な調達を行うため取引銀行１行とコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

平成20年12月15日締結のコミットメント期間付タ

ームローン契約に下記の財務制限条項が付されてお

ります。 

①各事業年度における年次決算において、損益計算

書における経常損益を２期連続赤字とならないよ

うに維持すること。 

②各事業年度における決算期末の時点での貸借対照

表の純資産の部の合計金額を平成20年６月30日決

算期における純資産の部の80％または直前の決算

期末における貸借対照表の純資産の部の80％のう

ちいずれか高い方の数値以上に維持すること。 

コミットメント期間付 

タームローンの総額  
百万円3,600

借入実行残高 百万円2,600

差引残高 百万円1,000
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 

至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

※１．関係会社に対する営業外収益は次のとおりでありま

す。 

※１．関係会社に対する営業外収益は次のとおりでありま

す。 

受取利息 3百万円

受取配当金 200百万円

固定資産賃貸料収入 5百万円

受取手数料 5百万円

その他 0百万円

受取利息 2百万円

受取配当金 160百万円

固定資産賃貸料収入 3百万円

受取手数料 0百万円

その他 8百万円

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 － 

土地 71百万円         

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 0百万円 車両運搬具 23百万円

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 8百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 1百万円

ソフトウェア 0百万円

建物 21百万円

構築物 11百万円

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0     百万円

工具、器具及び備品 2百万円

無形固定資産（リース資産） 8百万円

無形固定資産（その他） 1百万円

※５．当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

※５．当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 金額 

遊休資産 土地、建物等 栃木県下野市 百万円11

遊休資産 電話加入権 神奈川県川崎市 百万円10

用途 種類 場所 金額 

  
処分予定

資産 
  

建物等 神奈川県座間市 百万円45

減損を認識した遊休資産については、個別にグル

ーピングの単位としております。 

上記遊休資産の帳簿価額を、回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。その内訳は、次のとおりでありま

す。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、土地については固定資産税評価額に基づ

き、建物等及び電話加入権については処分見込価額

に基づき評価しております。 

土地 百万円 6

建物 百万円 4

構築物 百万円 0

工具、器具及び備品  百万円 0

無形固定資産(その他)  百万円 10

当社は、原則として、事業用資産については管理

会計単位を基準としてグルーピングを行っており、

遊休資産及び処分予定資産については、個別にグル

ーピングの単位としております。 

座間ＰＤＩセンターについては、平成21年12月ま

での撤退を決議したため、減損を測定した結果、帳

簿価額全額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしておりま

す。 

これらの内訳は次のとおりであります。  

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、処分見込価額に基づき評価しております。

建物 百万円 16

機械及び装置 百万円 19

工具、器具及び備品  百万円 1

その他 百万円 8
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前事業年度（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による82株であります。 

当事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

(注) 1.普通株式の自己株式数の増加は、平成21年２月19日開催の取締役会決議に基づく自己株式の市場買付による 

       15,800株、平成21年３月23日開催の取締役会決議に基づく自己株式立会外買付取引による127,600株、及び 

   単元未満株式の買取請求による158株であります。 

     2.普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による56株であります。 

（株主資本等変動計算書関係）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数(株） 

当事業年度 
減少株式数(株） 

当事業年度末 
株式数(株） 

普通株式(注)  324,131  －  82  324,049

合計  324,131  －  82  324,049

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数(株） 

当事業年度 
減少株式数(株） 

当事業年度末 
株式数(株） 

普通株式(注)１、２  324,049  143,558  56  467,551

合計  324,049  143,558  56  467,551
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 

至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

Ⅰ．借主側  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

  の以外のファイナンス・リース取引  

１．ファイナンス・リース取引(借主側）  

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

(ア)有形固定資産 

主として車両輸送関連事業における営業車両で

あります。 

(イ)無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

②リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、適用初年度開始前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物  3  2  1

機械装置及び
車両運搬具 

 4,582  2,285  2,296

工具、器具及
び備品 

 363  135  227

ソフトウエア  133  96  36

合計  5,082  2,520  2,562

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物  528  64  464

機械装置及び
車両運搬具 

 2,550  1,347  1,202

工具、器具及
び備品 

 360  205  155

ソフトウエア  115  103  11

合計  3,555  1,721  1,833

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円1,040

１年超 百万円1,543

合計 百万円2,583

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円657

１年超 百万円1,252

合計 百万円1,910

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 百万円834

減価償却費相当額 百万円742

支払利息相当額 百万円59

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 百万円750

減価償却費相当額 百万円599

支払利息相当額 百万円51

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 
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前事業年度（平成20年６月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成21年６月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額と取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

１年内 百万円277

１年超 百万円514

合計 百万円792

(5）利息相当額の算定方法 

同 左 

  

  

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

（減損損失について） 

同 左 

１年内 百万円285

１年超 百万円578

合計 百万円864

Ⅱ．貸主側 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

  の以外のファイナンス・リース取引 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円300

１年超 百万円253

合計 百万円554

１．ファイナンス・リース取引（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円197

１年超 百万円114

合計 百万円311

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（注） 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件

で第三者にリースしているのでほぼ同額の残高が上

記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含ま

れております。 

１年内 百万円56

１年超 百万円129

合計 百万円185

２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

（注）         同左 

１年内 百万円50

１年超 百万円129

合計 百万円179

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 

至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：百万円） （単位：百万円）

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

 賞与引当金 126

未払事業税 30

 その他 1

繰延税金資産（流動）の純額 158

繰延税金資産  

 賞与引当金 135

未払事業税 9

 その他 6

繰延税金資産（流動）の純額 151

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,516

役員退職慰労引当金 75

減価償却費 87

投資有価証券評価損 322

その他 48

繰延税金資産小計 2,051

評価性引当額 △32

 繰延税金資産合計 2,018

繰延税金負債  

 固定資産圧縮特別勘定積立金 543

その他有価証券評価差額金 14

繰延税金負債合計 558

繰延税金資産（固定）の純額 1,460

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,345

役員退職慰労引当金 88

減価償却費 70

投資有価証券評価損 334

  繰越欠損金 500

その他 109

繰延税金資産小計 2,448

評価性引当額 △78

 繰延税金資産合計 2,370

繰延税金負債  

 固定資産圧縮特別勘定積立金 543

その他有価証券評価差額金 0

繰延税金負債合計 543

繰延税金資産（固定）の純額 1,826

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため

記載しておりません。  

（単位：％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.7

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△5.7

住民税均等割 4.0

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.3
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（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 

至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり純資産額 円648.95

１株当たり当期純利益金額 円48.90

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

円48.48

１株当たり純資産額 円611.91

１株当たり当期純損失金額（△） 円△34.65

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

純資産の部の合計額（百万円）  11,185  10,459

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 －  －

普通株式に係わる期末の純資産額（百万円）  11,185  10,459

期末の普通株式の数（千株）  17,236  17,092

  
前事業年度 

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額  
    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  842  △595

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
 842  △595

普通株式の期中平均株式数（千株）  17,236  17,197

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  149  －

（うち新株予約権） ( ) 149 ( ) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

該当する潜在株式はありません。 該当する潜在株式はありません。

- 92 -



  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成19年7月１日 
至 平成20年6月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年7月１日 

至 平成21年6月30日） 

（重要な設備投資） 

 当社は平成20年８月８日開催の取締役会において、川

崎市川崎区東扇島にある当社所有の川崎物流センターの

用地活用のため、車両輸送の物流基地機能に加え食品等

の一般貨物を取り扱う冷凍冷蔵倉庫を組み合わせた複合

物流センターを建設することを、決議いたしました。 

 同センター建設の着工は、本年12月、竣工は平成21年

９月を予定しており、総投資額は35億円を見込んでおり

ます。 

①名称：  ゼロ 川崎複合物流センター（仮称） 

②所在地： 神奈川県川崎市川崎区東扇島22番8号 

③敷地面積：13,665㎡  ＝ 4,134坪 

④建築面積： 7,350㎡  ＝ 2,223坪 

⑤延床面積：18,807㎡  ＝ 5,689坪 

⑥建屋仕様：プレキャストコンクリート造 

一部鉄骨造・地上４階建て 

－ 
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【株式】 

【債券】 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

プリンス海運株式会社  34,000  66

三池工業株式会社  334,100  58

栗林商船株式会社  250,000  48

株式会社横浜銀行  10,700  5

株式会社ハナテン  32,468  2

株式会社りそなホールディングス  1,050  1

株式会社ジップ  20  1

その他（１銘柄）  16,000  0

 計  678,338  183

    銘柄 券面総額(百万円) 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
満期保有目的の

債券 
９９回 オリックス社債   200  199

 計  200  199
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（注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額の「その他」は、退任した取締役に対する引当金の取り崩しによるもので

あります。  

【有形固定資産等明細表】

（注）１．「当期減少額」の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償却 
累計額又は 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引 
当期末残高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物  1,645 4
 

70

(16)
1,579 1,299  28 280

構築物  711 7 41 677 561  24 115

機械及び装置  1,026 5
22

(19)
1,009 941  22 68

車両運搬具  46 153 103 96 53  51 43

工具、器具及び備品  324 12
 

9

(1)
327 270  23 57

土地  6,892 － － 6,892 －  － 6,892

リース資産  － 595 － 595  59  59 536

建設仮勘定  － 2,182 － 2,182 －  － 2,182

有形固定資産計  10,647 2,960
246

(36)
13,362 3,185  209 10,176

無形固定資産              

ソフトウエア  2,244 82 592 1,734 1,189  400 545

ソフトウエア仮勘定  31 － 31 － －  － －

リース資産  － 30      9 20 2  3 18

その他  22 －      1 20 3  0 17

無形固定資産計  2,298 113      635 1,776 1,195  404 580

長期前払費用  97 11 2 106 72  18 34

繰延資産              

─  － － － － －  － －

繰延資産計  － － － － －  － －

リース資産 営業車両他 595百万円

建設仮勘定     川崎複合物流センター建設 2,182百万円

ソフトウエア  車両輸送関連システム開発他 82百万円

ソフトウエア    償却済みソフトウエア 592百万円

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  94  176  31  33  206

賞与引当金  278  298  278  －  298

役員退職慰労引当金  186  35  －  3  218
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①現金及び預金 

②受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  0

預金   

当座預金  17

普通預金  3,297

別段預金  0

郵便預金  3

小計  3,318

合計  3,319

相手先 金額（百万円） 

石川日産自動車販売株式会社  34

株式会社ＴＢＷＡ ＨＡＫＵＨＯＤＯ  9

株式会社ティービーエム  6

太洋日産自動車販売株式会社  6

山口日産自動車株式会社  5

その他  61

合計  122

期日別 金額（百万円） 

平成21年７月  39

８月  49

９月  25

10月  7

11月  0

12月以降  －

合計  122
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③売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④貯蔵品 

⑤関係会社株式 

相手先 金額（百万円） 

日産自動車株式会社  1,471

ビー・エム・ダブリュー株式会社  135

株式会社オートサーバー  107

フィアットグループオートモービルズジャパン株式会社  99

株式会社ビックカメラ  64

その他  2,169

合計  4,047

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 5,382  45,073  46,407  4,047  92.0  38.3

品目 金額（百万円） 

整備用部品  79

燃料・油脂  16

輸送用品  3

金券（有料道路通行券、切手印紙等）  1

その他  1

合計  102

品目 金額（百万円） 

株式会社ドライバースタッフ  2,820

苅田港海陸運送株式会社  647

株式会社九倉  256

株式会社フルキャストドライブ  128

陸友物流有限公司  69

その他  105

合計  4,027
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⑥繰延税金資産（固定） 

 （注） 「その他」には、固定資産圧縮特別勘定積立金等に係る繰延税金負債相当額543百万円が含まれております。 

⑦買掛金 

⑧長期借入金  

⑨退職給付引当金 

品目 金額（百万円） 

退職給付引当金  1,345

減価償却費  70

役員退職慰労引当金  88

投資有価証券評価損  334

繰越欠損金  500

その他  △513

合計  1,826

相手先 金額（百万円） 

株式会社ゼロ・トランズ   248

日藤海運株式会社  223

プリンス海運株式会社  187

株式会社東洋陸送社   95

日弘陸送株式会社  92

その他  1,620

合計  2,467

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行  2,638

㈱横浜銀行  1,680

明治安田生命保険相互会社  500

㈱三井住友銀行  332

住友信託銀行㈱  300

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  80

合計  5,530

区分 金額（百万円） 

未積立退職給付債務  3,059

未認識過去勤務債務  474

未認識数理計算上の差異  △199

合計  3,334
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該当事項はありません。 

（３）【その他】
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（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項に掲げる権利並びに単元未満株式の売渡請求をす

る権利以外の権利を有しておりません。  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

剰余金の配当の基準日 
12月31日 

６月30日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り買増し   

取扱場所 

  

   

株主名簿管理人 

  

   

（特別口座）  

東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 ― 

買取買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることがで

きない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲

載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.zero-group.co.jp  

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第62期（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日）平成20年９月26日関東財務局長に提出 

(2）四半期報告書、四半期報告書の確認書 

第63期第１四半期（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出 

第63期第２四半期（自 平成20年９月１日 至 平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出 

第63期第３四半期（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日）平成21年５月15日関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年２月28日）平成21年３月６日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年３月31日）平成21年４月８日関東財務局長に提出 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書 

平成２０年９月１９日

  株式会社ゼロ   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋 一生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼロの平成１９年７月１日から平成２０年６月３０

日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、株式会社ゼロ及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年８月８日の取締役会において、

重要な設備投資を決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上  
  

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  



  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

平成２１年９月２９日

  株式会社ゼロ   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋 一生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成田 智弘  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼロの平成２０年７月１日から平成２１年６月３０
日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財
務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務
諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ゼロ及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 

＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、

株式会社ゼロの平成２１年６月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告
に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監
査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、
財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査
の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法
人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手
続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を
検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社ゼロが平成２１年６月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効
であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務
報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  



独立監査人の監査報告書 

平成２０年９月１９日

  株式会社ゼロ   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋 一生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼロの平成１９年７月１日から平成２０年６月３０

日までの第６２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社ゼロの平成２０年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年８月８日の取締役会において、

重要な設備投資を決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の監査報告書 

平成２１年９月２９日

  株式会社ゼロ   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋 一生  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成田 智弘  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼロの平成２０年７月１日から平成２１年６月３０

日までの第６３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社ゼロの平成２１年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年９月29日 

【会社名】 株式会社ゼロ 

【英訳名】 ZERO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 岩下 世志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地ソリッドスクエア西館６階 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



特記すべき事項はありません。 

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長岩下世志は、当社の第63期（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日）の有価証券報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

２【特記事項】



【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年９月29日 

【会社名】 株式会社ゼロ 

【英訳名】 ZERO CO.,LTD 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 岩下 世志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地ソリッドスクエア西館６階 

【縦覧に供する場所】 

  

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



該当事項なし。 

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役社長岩下世志は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会

の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を

整備及び運用している。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することはできない可能性がある。 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当該事業年度の末日である平成21年６月30日を基準日として行われており、評

価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価基準に準拠した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上

で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価においては、選定

された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の

要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点

から、金額的及び質的影響の重要性を考慮して必要な範囲を決定した。当社並びに連結子会社８社を対象として行っ

た全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結

子会社１社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の範囲には含めて

いない。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、連結売上高の金額を基準に判断し、その2/3を超える当社を

「重要な事業拠点」とした。選定した事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目である売上高及

び売掛金、棚卸資産、買掛金に至る業務プロセスを評価の対象とした。 

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の

発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを、財務報告への影響を勘案して重要性

の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。 

３【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告にかかる内部統制は有効であると判断した。 

４【付記事項】

該当事項なし。 

５【特記事項】
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